
○沖縄県水防協議会条例
昭和56年３月30日条例第８号

改正：平成11年12月27日条例第54号

沖縄県水防協議会条例をここに公布する。

（設置）

第１条 水防法（昭和24年法律第193号）第８条第１項の規定に基づき、沖縄県水防協議会（以下「協

議会」という。）を置く。

全部改正〔平成11年条例54号〕

（委員の任期）

第２条 関係行政機関の職員たる委員の任期は当該職にある期間とし、その他の委員の任期は２年と

する。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（会長）

第３条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

２ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務

を行う。

（会議）

第４条 協議会は、会長が招集する。

２ 協議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（幹事）

第５条 協議会に、幹事若干人を置くことができる。

２ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、知事が任命し、又は委嘱する。

（補則）

第６条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定

める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成11年12月27日条例第54号）

この条例は、平成12年４月１日から施行する。
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参 考

○ 水 防 法

昭和二十四年六月四日法律第百九十三号

最終改正：令和三年五月十〇日法律第三十一号

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害

を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「雨水出水」とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において下水道その他の排

水施設に当該雨水を排除できないこと又は下水道その他の排水施設から河川その他の公共の水域若しくは

海域に当該雨水を排除できないことによる出水をいう。

２ この法律において「水防管理団体」とは、次条の規定により水防の責任を有する市町村（特別区を含

む。以下同じ。）又は水防に関する事務を共同に処理する市町村の組合（以下「水防事務組合」とい

う。）若しくは水害予防組合をいう。

３ この法律において「水防管理者」とは、水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若し

くは長若しくは水害予防組合の管理者をいう。

４ この法律において「消防機関」とは、消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六号）第九条に規定す

る消防の機関をいう。

５ この法律において「消防機関の長」とは、消防本部を置く市町村にあつては消防長を、消防本部を置か

ない市町村にあつては消防団の長をいう。

６ この法律において「水防計画」とは、水防上必要な監視、警戒、通信、連絡、輸送及びダム又は水門若

しくは閘門の操作、水防のための水防団、消防機関及び水防協力団体（第三十六条第一項の規定により指
こう

定された水防協力団体をいう。以下第四章までにおいて同じ。）の活動、一の水防管理団体と他の水防管

理団体との間における協力及び応援、水防のための活動に必要な河川管理者（河川法（昭和三十九年法律

第百六十七号）第七条（同法第百条第一項において準用する場合を含む。）に規定する河川管理者をい

う。第七条第三項において同じ。）及び同法第九条第二項又は第五項の規定により都道府県知事又は地方

自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市の長が河川法第九条第二

項に規定する指定区間内の一級河川（同法第四条第一項に規定する一級河川をいう。以下同じ。）の管理

の一部を行う場合における当該都道府県知事又は当該指定都市の長並びに下水道管理者（下水道法（昭和

三十三年法律第七十九号）第四条第一項に規定する公共下水道管理者、同法第二十五条の二十三第一項に

規定する流域下水道管理者及び同法第二十七条第一項に規定する都市下水路管理者をいう。第七条第四項

において同じ。）の協力並びに水防に必要な器具、資材及び設備の整備及び運用に関する計画をいう。

７ この法律において「量水標等」とは、量水標、験潮儀その他の水位観測施設をいう。

８ この法律において「水防警報」とは、洪水、津波又は高潮によつて災害が発生するおそれがあるとき、

水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。

第二章 水防組織

（市町村の水防責任）

第三条 市町村は、その区域における水防を十分に果すべき責任を有する。ただし、水防事務組合が水防を

行う区域及び水害予防組合の区域については、この限りでない。

（水防事務組合の設立）

第三条の二 地形の状況により、市町村が単独で前条の責任を果たすことが著しく困難又は不適当であると

認められる場合においては、関係市町村は、洪水、雨水出水、津波又は高潮による被害の共通性を勘案し

て、共同して水防を行う区域を定め、水防事務組合を設けなければならない。

（水害予防組合の区域を水防を行う区域とする水防事務組合が設けられる場合の特別措置）

第三条の三 水害予防組合法（明治四十一年法律第五十号）第十五条第一項の規定により都道府県知事が水

害予防組合を廃止しようとする場合において、当該水害予防組合の区域の全部又は一部について、当該水

害予防組合に代るべき水防管理団体として引き続き水防事務組合が設けられるときは、都道府県知事は、
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同条第三項の規定にかかわらず、当該水害予防組合が、その有する財産及び負債のうち水防の用に供せら

れ、又は供せられる予定となつている財産及びこれらの財産に係る負債以外の財産及び負債の処分を完了

したときは、当該水害予防組合を廃止することができる。

２ 前項の規定により廃止される水害予防組合は、その廃止の日において有する水防の用に供せられ、又は

供せられる予定となつている財産を、当該水害予防組合の区域の全部を水防を行う区域とする一の水防事

務組合が設けられる場合においては、当該水防事務組合に、当該水害予防組合の区域について二以上の水

防事務組合が設けられる場合又は当該水害予防組合の区域の一部が市町村の水防を行うべき区域となる場

合においては、当該水害予防組合と関係水防事務組合又は市町村との協議に基き、関係水防事務組合又は

市町村に無償譲渡し、当該水防事務組合又は市町村は、それぞれ、その譲渡される財産に係る負債を引き

受けなければならない。この場合においては、当該水害予防組合は、当該財産の譲渡及び負債の引継のた

めに必要な範囲内において、当該財産の譲渡及び負債の引継を完了するまで、なお存続するものとみな

す。

（水防事務組合の議会の議員の選挙）

第三条の四 水防事務組合の議会の議員は、組合規約で定めるところにより、関係市町村の議会において、

当該市町村の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験があり、かつ、熱意があると認めら

れるもののうちから選挙するものとする。ただし、数市町村にわたる水防上の特別の利害を調整する必要

があると認められるときは、組合規約で定めるところにより、当該市町村の議会の議員の被選挙権を有す

る者で水防に関し学識経験があり、かつ、熱意があると認められるものにつき当該市町村の長が推薦した

者のうちから選挙することができる。この場合において、市町村の長が推薦した者のうちから選挙される

議員の数は、当該市町村の議会において選挙される議員の数の二分の一をこえてはならない。

２ 前項の規定により関係市町村の議会において選挙される議員の数は、水防事務組合の行う事業による受

益の割合及び防護すべき施設の延長の割合を勘案して定めるものとする。

（水防事務組合の経費の分賦）

第三条の五 水防事務組合の経費の関係市町村に対する分賦は、前条第二項に規定する割合を勘案して定め

るものとする。

（都道府県の水防責任）

第三条の六 都道府県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき責

任を有する。

（指定水防管理団体）

第四条 都道府県知事は、水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体を指定することができる。

（水防の機関）

第五条 水防管理団体は、水防事務を処理するため、水防団を置くことができる。

２ 前条の規定により指定された水防管理団体（以下「指定管理団体」という。）は、その区域内にある消

防機関が水防事務を十分に処理することができないと認める場合においては、水防団を置かなければなら

ない。

３ 水防団及び消防機関は、水防に関しては水防管理者の所轄の下に行動する。

（水防団）

第六条 水防団は、水防団長及び水防団員をもつて組織する。

２ 水防団の設置、区域及び組織並びに水防団長及び水防団員の定員、任免、給与及び服務に関する事項

は、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定める。

（公務災害補償）

第六条の二 水防団長又は水防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は公務による

負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、当該水防団長又は水防団員の属す

る水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合

にあつては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれらの原因によつて受ける

損害を補償しなければならない。

２ 前項の場合においては、水防管理団体は、当該水防団長若しくは水防団員又はその者の遺族の福祉に関

して必要な事業を行うように努めなければならない。

（退職報償金）

第六条の三 水防団長又は水防団員で非常勤のものが退職した場合においては、当該水防団長又は水防団員
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の属する水防管理団体は、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の

議決で定めるところにより、その者（死亡による退職の場合には、その者の遺族）に退職報償金を支給す

ることができる。

（都道府県の水防計画）

第七条 都道府県知事は、水防事務の調整及びその円滑な実施のため、当該都道府県の水防計画を定め、及

び毎年当該都道府県の水防計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならな

い。

２ 都道府県の水防計画は、津波の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従事する者の安

全の確保が図られるように配慮されたものでなければならない。

３ 都道府県知事は、当該都道府県の水防計画に河川管理者（河川法第九条第二項又は第五項の規定により

都道府県知事又は地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市の長が河川法第九条第二項に規定す

る指定区間内の一級河川の管理の一部を行う場合にあつては、当該都道府県知事又は当該指定都市の長。

以下同じ。）による河川に関する情報の提供、水防訓練への河川管理者の参加その他の水防管理団体が行

う水防のための活動に河川管理者の協力が必要な事項を記載しようとするときは、当該事項について、あ

らかじめ、河川管理者に協議し、その同意を得なければならない。

４ 前項の規定は、都道府県知事が、当該都道府県の水防計画に水防管理団体が行う水防のための活動に下

水道管理者の協力が必要な事項を記載しようとする場合について準用する。

５ 都道府県知事は、第一項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、都道府県水防協議会（次条第一項に規定する都道府県水防協議会をいい、これを設置しない

都道府県にあつては、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第十四条第一項に規定する都

道府県防災会議とする。）に諮らなければならない。

６ 二以上の都府県に関係する水防事務については、関係都府県知事は、あらかじめ協定して当該都府県の

水防計画を定め、国土交通大臣及び消防庁長官に報告しなければならない。報告した水防計画の変更につ

いても、同様とする。

７ 都道府県知事は、第一項又は前項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更したときは、

その要旨を公表するよう努めるものとする。

（都道府県水防協議会）

第八条 都道府県の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、都道府県に都道府県水防

協議会を置くことができる。

２ 都道府県水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。

３ 都道府県水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。

４ 会長は、都道府県知事をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関係のある団体の代

表者及び学識経験のある者のうちから都道府県知事が命じ、又は委嘱する。

５ 前各項に定めるものの外、都道府県水防協議会に関し必要な事項は、当該都道府県条例で定める。

第三章 水防活動

（河川等の巡視）

第九条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、随時区域内の河川、海岸堤防、津波防護施設（津波防

災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）第二条第十項に規定する津波防護施設をい

う。以下この条において同じ。）等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直ちに

当該河川、海岸堤防、津波防護施設等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。

（国の機関が行う洪水予報等）

第十条 気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、その

状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ放送機関、新聞社、通信社そ

の他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させなければならな

い。

２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水により国民

経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、気象庁長官と共同して、洪水

のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若しくは流量又ははん

濫により浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通知するとともに、必

要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

３ 都道府県知事は、前二項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定め

る水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管理者をいう。以下同じ。）に、その受けた通知に係る事項

（量水標管理者にあつては、洪水又は高潮に係る事項に限る。）を通知しなければならない。
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（都道府県知事が行う洪水予報）

第十一条 都道府県知事は、前条第二項の規定により国土交通大臣が指定した河川以外の流域面積が大きい

河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水のおそれがあ

ると認められるときは、気象庁長官と共同して、その状況を水位又は流量を示して直ちに都道府県の水防

計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、こ

れを一般に周知させなければならない。

２ 都道府県知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、気象庁長官に協議するものとする。

（水位の通報及び公表）

第十二条 都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそれがある

ことを自ら知り、又は第十条第三項若しくは前条第一項の規定による通知を受けた場合において、量水標

等の示す水位が都道府県知事の定める通報水位を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画

で定めるところにより、関係者に通報しなければならない。

２ 都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位（前項の通報水位を超え

る水位であつて洪水又は高潮による災害の発生を警戒すべきものとして都道府県知事が定める水位をい

う。以下同じ。）を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところにより、公表

しなければならない。

（国土交通大臣又は都道府県知事が行う洪水に係る水位情報の通知及び周知）

第十三条 国土交通大臣は、第十条第二項の規定により指定した河川以外の河川のうち、河川法第九条第二

項に規定する指定区間外の一級河川で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして

指定した河川について、洪水特別警戒水位（警戒水位を超える水位であつて洪水による災害の発生を特に

警戒すべき水位をいう。次項において同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を

当該河川の水位又は流量を示して関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求

めて、これを一般に周知させなければならない。

２ 都道府県知事は、第十条第二項又は第十一条第一項の規定により国土交通大臣又は自らが指定した河川

以外の河川のうち、河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第五条第一項に規定す

る二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水特別警

戒水位を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示して直ちに

都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協

力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定め

る水防管理者及び量水標管理者に、その受けた通知に係る事項を通知しなければならない。

（都道府県知事又は市町村長が行う雨水出水に係る水位情報の通知及び周知）

第十三条の二 都道府県知事は、当該都道府県が管理する公共下水道等（下水道法第二条第三号に規定する

公共下水道、同条第四号に規定する流域下水道又は同条第五号に規定する都市下水路をいう。以下この条

及び第十四条の二において同じ。）の排水施設等（排水施設又はこれを補完するポンプ施設若しくは貯留

施設をいう。以下この条において同じ。）で雨水出水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして

指定したものについて、雨水出水特別警戒水位（雨水出水による災害の発生を特に警戒すべき水位（公共

下水道等の排水施設等の底面から水面までの高さをいう。以下この条において同じ。）をいう。次項にお

いて同じ。）を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したときは、その旨を当該排水施設等の水位を示

して直ちに当該都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応

じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

２ 市町村長は、当該市町村が管理する公共下水道等の排水施設等で雨水出水により相当な損害を生ずるお

それがあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位を定め、当該排水施設等の水位がこ

れに達したときは、その旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該市町村の存する都道府県の水防計

画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これ

を一般に周知させなければならない。

（都道府県知事が行う高潮に係る水位情報の通知及び周知）

第十三条の三 都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する海岸で高潮により相当な損害を生ずるおそ

れがあるものとして指定したものについて、高潮特別警戒水位（警戒水位を超える水位であつて高潮によ

る災害の発生を特に警戒すべき水位をいう。）を定め、当該海岸の水位がこれに達したときは、その旨を

当該海岸の水位を示して直ちに当該都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知する

とともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。
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（関係市町村長への通知）

第十三条の四 第十条第二項若しくは第十三条第一項の規定により通知をした国土交通大臣又は第十一条第

一項、第十三条第二項、第十三条の二第一項若しくは前条の規定により通知をした都道府県知事は、災害

対策基本法第六十条第一項の規定による避難のための立退きの指示又は同条第三項の規定による緊急安全

確保措置の指示の判断に資するため、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知しなければならない。

（洪水浸水想定区域）

第十四条 国土交通大臣は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を

防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定最大

規模降雨（想定し得る最大規模の降雨であつて国土交通大臣が定める基準に該当するものをいう。以下同

じ。）により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定するものと

する。

一 第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川

二 特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第三条第一項の規定により指定した河川

三 前二号に掲げるもののほか、河川法第九条第二項に規定する指定区間外の一級河川のうち洪水による

災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの

２ 都道府県知事は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止す

ることにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定最大規模

降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定するものと

する。

一 第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川

二 特定都市河川浸水被害対策法第三条第四項から第六項までの規定により指定した河川

三 前二号に掲げるもののほか、河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第五条第

一項に規定する二級河川のうち洪水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基

準に該当するもの

３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定め

る事項を明らかにしてするものとする。

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で

定めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の長に通知しな

ければならない。

５ 前二項の規定は、第一項又は第二項の規定による指定の変更について準用する。

（雨水出水浸水想定区域）

第十四条の二 都道府県知事は、当該都道府県が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円滑

かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通

省令で定めるところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又は

当該排水施設（第一号に掲げる排水施設にあつては、第十三条の二第一項の規定による指定に係るポンプ

施設又は貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除

できなくなつた場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定するものとする。

一 第十三条の二第一項の規定による指定に係る排水施設

二 下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施設

三 特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項の規定により指定され、又は同条第四項、同条第五項にお

いて準用する同条第三項若しくは同条第六項の規定により指定した特定都市河川流域内に存する公共下

水道等の排水施設

四 前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定め

る基準に該当する公共下水道等の排水施設

２ 市町村長は、当該市町村が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を

確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又は当該排水施設（第

一号に掲げる排水施設にあつては、第十三条の二第二項の規定による指定に係るポンプ施設又は貯留施設

に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できなくなつた場

合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定するものとする。

一 第十三条の二第二項の規定による指定に係る排水施設

二 下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施設

三 特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）及び第四項

から第六項までの規定により指定された特定都市河川流域内に存する公共下水道等の排水施設

四 前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定め

る基準に該当する公共下水道等の排水施設
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３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定め

る事項を明らかにしてするものとする。

４ 都道府県知事又は市町村長は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定め

るところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、都道府県知事にあつては、関係

市町村の長に通知しなければならない。

５ 前二項の規定は、第一項又は第二項の規定による指定の変更について準用する。

（高潮浸水想定区域）

第十四条の三 都道府県知事は、次に掲げる海岸について、高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸

水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定

し得る最大規模の高潮であつて国土交通大臣が定める基準に該当するものにより当該海岸について高潮に

よる氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域を高潮浸水想定区域として指定するものとする。

一 第十三条の三の規定により指定した海岸

二 前号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域内に存する海岸のうち高潮による災害の発生を警戒す

べきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの

２ 前項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定める

事項を明らかにしてするものとする。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、前項の

国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の長に通知しなければならない。

４ 前二項の規定は、第一項の規定による指定の変更について準用する。

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置）

第十五条 市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議をいい、これを設置

しない市町村にあつては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、第十四条第一項若しくは第

二項の規定による洪水浸水想定区域の指定、第十四条の二第一項若しくは第二項の規定による雨水出水浸

水想定区域の指定又は前条第一項の規定による高潮浸水想定区域の指定があつたときは、市町村地域防災

計画（同法第四十二条第一項に規定する市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、少なくとも

当該洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定

めるものとする。ただし、第四号ハに掲げる施設について同号に掲げる事項を定めるのは、当該施設の所

有者又は管理者からの申出があつた場合に限る。

一 洪水予報等（第十条第一項若しくは第二項又は第十一条第一項の規定により気象庁長官、国土交通大

臣及び気象庁長官又は都道府県知事及び気象庁長官が行う予報、第十三条第一項若しくは第二項、第

十三条の二又は第十三条の三の規定により国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長が通知し又は周

知する情報その他人的災害を生ずるおそれがある洪水、雨水出水又は高潮に関する情報をいう。次項

において同じ。）の伝達方法

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項

三 災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練として市町村長が行う洪水、雨水出水又は高潮に係る避

難訓練の実施に関する事項

四 浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域をいう。第三項にお

いて同じ。）内に次に掲げる施設がある場合にあつては、これらの施設の名称及び所在地

イ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下に建設が予定

されている施設又は地下に建設中の施設であつて、不特定かつ多数の者が利用すると見込まれるもの

を含む。）をいう。次条において同じ。）でその利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時（以下「洪

水時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認め

られるもの

ロ 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利

用する施設をいう。第十五条の三において同じ。）でその利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の

確保を図る必要があると認められるもの

ハ 大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交通省令で定める基準

を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（第十五条の四において「大規模工場

等」という。）でその洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認められるもの

五 その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に掲げる事項を定めると

きは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める者への

洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。

一 前項第四号イに掲げる施設（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。）当

該施設の所有者又は管理者及び次条第九項に規定する自衛水防組織の構成員

二 前項第四号ロに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の三第七項の規定により自衛水
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防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員）

三 前項第四号ハに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の四第一項の規定により自衛水

防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員）

３ 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域防災計

画において定められた第一項各号に掲げる事項を住民、滞在者その他の者（第十五条の十一において「住

民等」という。）に周知させるため、これらの事項（次の各号に掲げる区域をその区域に含む市町村にあ

つては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じな

ければならない。

一 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号）第

七条第一項の土砂災害警戒区域 同法第八条第三項に規定する事項

二 津波防災地域づくりに関する法律第五十三条第一項の津波災害警戒区域 同法第五十五条に規定する

事項

（地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画の作成等）

第十五条の二 前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた地下街等の

所有者又は管理者は、単独で又は共同して、国土交通省令で定めるところにより、当該地下街等の利用者

の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置

に関する計画を作成しなければならない。

２ 前項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成しようとする場合において、当該地

下街等と連続する施設であつてその配置その他の状況に照らし当該地下街等の利用者の洪水時等の円滑か

つ迅速な避難の確保に著しい支障を及ぼすおそれのあるものがあるときは、あらかじめ、当該施設の所有

者又は管理者の意見を聴くよう努めるものとする。

３ 第一項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成したときは、遅滞なく、これを市

町村長に報告するとともに、公表しなければならない。

４ 前二項の規定は、第一項に規定する計画の変更について準用する。

５ 市町村長は、第一項の地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の

防止を図るため必要があると認めるときは、前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び

所在地を定められた連続する二以上の地下街等の所有者又は管理者に対し、第一項に規定する計画を共同

して作成するよう勧告をすることができる。

６ 市町村長は、第一項の地下街等の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していない場合におい

て、当該地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図るため

必要があると認めるときは、当該地下街等の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。

７ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の地下街等の所有者又は管理者が、正当な理由がな

く、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。

８ 第一項の地下街等（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。以下この条にお

いて同じ。）の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、同項の地下街等の利用

者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止のための訓練を行わなければならな

い。

９ 第一項の地下街等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項の地下街等の利用

者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を行う自衛水防組織を置かなければ

ならない。

10 第一項の地下街等の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いたときは、遅滞なく、

当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告しなければならない。当

該事項を変更したときも、同様とする。

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等）

第十五条の三 第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮

者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用施設の利用者

の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなけ

ればならない。

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞なく、

これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していない場

合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があ

ると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。

４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正当な

理由がなく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、同項の
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要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとともに、その結

果を市町村長に報告しなければならない。

６ 市町村長は、第二項又は前項の規定により報告を受けたときは、第一項の要配慮者利用施設の所有者又

は管理者に対し、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必

要な助言又は勧告をすることができる。

７ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項の要配慮

者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を行う自衛水防組織を置くよう努めなければ

ならない。

８ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いたときは、遅

滞なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告しなければなら

ない。当該事項を変更したときも、同様とする。

（大規模工場等における浸水の防止のための措置に関する計画の作成等）

第十五条の四 第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた大規模

工場等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該大規模工場等の洪水時等の浸水

の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成するとともに、当該計画で定めるところ

により当該大規模工場等の洪水時等の浸水の防止のための訓練を実施するほか、当該大規模工場等の洪水

時等の浸水の防止を行う自衛水防組織を置くよう努めなければならない。

２ 前項の大規模工場等の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成し、又は自衛水防組織を置い

たときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町

村長に報告しなければならない。当該計画又は当該事項を変更したときも、同様とする。

（市町村防災会議の協議会が設置されている場合の準用）

第十五条の五 第十五条から前条までの規定は、災害対策基本法第十七条第一項の規定により水災による被

害の軽減を図るため市町村防災会議の協議会が設置されている場合について準用する。この場合におい

て、第十五条第一項中「市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議をい

い、これを設置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする」とあるのは「市町村防災会議の協議会

（災害対策基本法第十七条第一項に規定する市町村防災会議の協議会をいう」と、「市町村地域防災計画

（同法第四十二条第一項に規定する市町村地域防災計画をいう」とあるのは「市町村相互間地域防災計画

（同法第四十四条第一項に規定する市町村相互間地域防災計画をいう」と、同条第二項中「市町村防災会

議」とあるのは「市町村防災会議の協議会」と、同項、同条第三項、第十五条の二第一項及び第五項、第

十五条の三第一項並びに前条第一項中「市町村地域防災計画」とあるのは「市町村相互間地域防災計画」

と読み替えるものとする。

（浸水被害軽減地区の指定等）

第十五条の六 水防管理者は、洪水浸水想定区域（当該区域に隣接し、又は近接する区域を含み、河川区域

（河川法第六条第一項に規定する河川区域をいう。）を除く。）内で輪中堤防その他の帯状の盛土構造物

が存する土地（その状況がこれに類するものとして国土交通省令で定める土地を含む。）の区域であつて

浸水の拡大を抑制する効用があると認められるものを浸水被害軽減地区として指定することができる。

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、当該指定をしようとする区

域をその区域に含む市町村の長の意見を聴くとともに、当該指定をしようとする区域内の土地の所有者の

同意を得なければならない。

３ 水防管理者は、第一項の規定による指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、当該浸水

被害軽減地区を公示するとともに、その旨を当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村の長及び当該

浸水被害軽減地区内の土地の所有者に通知しなければならない。

４ 第一項の規定による指定は、前項の規定による公示によつてその効力を生ずる。

５ 前三項の規定は、第一項の規定による指定の解除について準用する。

（標識の設置等）

第十五条の七 水防管理者は、前条第一項の規定により浸水被害軽減地区を指定したときは、国土交通省令

で定める基準を参酌して、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の

議決で定めるところにより、浸水被害軽減地区の区域内に、浸水被害軽減地区である旨を表示した標識を

設けなければならない。

２ 浸水被害軽減地区内の土地の所有者、管理者又は占有者は、正当な理由がない限り、前項の標識の設置

を拒み、又は妨げてはならない。

３ 何人も、第一項の規定により設けられた標識を水防管理者の承諾を得ないで移転し、若しくは除却し、

又は汚損し、若しくは損壊してはならない。

４ 水防管理団体は、第一項の規定による行為により損失を受けた者に対して、時価によりその損失を補償
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しなければならない。

（行為の届出等）

第十五条の八 浸水被害軽減地区内の土地において土地の掘削、盛土又は切土その他土地の形状を変更する

行為をしようとする者は、当該行為に着手する日の三十日前までに、国土交通省令で定めるところによ

り、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を水防管理者に

届け出なければならない。ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの及び非

常災害のため必要な応急措置として行う行為については、この限りでない。

２ 水防管理者は、前項の規定による届出を受けたときは、国土交通省令で定めるところにより、当該届出

の内容を、当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村の長に通知しなければならない。

３ 水防管理者は、第一項の規定による届出があつた場合において、当該浸水被害軽減地区が有する浸水の

拡大を抑制する効用を保全するため必要があると認めるときは、当該届出をした者に対して、必要な助言

又は勧告をすることができる。

（大規模氾濫減災協議会）

第十五条の九 国土交通大臣は、第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川について、想

定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的

に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「大規模氾濫減災協議会」とい

う。）を組織するものとする。

２ 大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。

一 国土交通大臣

二 当該河川の存する都道府県の知事

三 当該河川の存する市町村の長

四 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者

五 当該河川の河川管理者

六 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長

七 第三号の市町村に隣接する市町村の長その他の国土交通大臣が必要と認める者

３ 大規模氾濫減災協議会において協議が調つた事項については、大規模氾濫減災協議会の構成員は、その

協議の結果を尊重しなければならない。

４ 前三項に定めるもののほか、大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災協議会

が定める。

（都道府県大規模氾濫減災協議会）

第十五条の十 都道府県知事は、第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体

的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「都道府県大規模氾濫減災協議

会」という。）を組織することができる。

２ 都道府県大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。

一 当該都道府県知事

二 当該河川の存する市町村の長

三 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者

四 当該河川の河川管理者

五 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長

六 第二号の市町村に隣接する市町村の長その他の当該都道府県知事が必要と認める者

３ 前条第三項及び第四項の規定は、都道府県大規模氾濫減災協議会について準用する。この場合におい

て、同項中「前三項」とあるのは、「次条第一項及び第二項並びに同条第三項において準用する前項」と

読み替えるものとする。

（予想される水災の危険の周知等）

第十五条の十一 市町村長は、当該市町村の区域内に存する河川（第十条第二項、第十一条第一項又は第十

三条第一項若しくは第二項の規定により指定された河川を除く。）のうち、洪水時の円滑かつ迅速な避難

を確保することが特に必要と認める河川について、過去の降雨により当該河川が氾濫した際に浸水した地

点、その水深その他の状況を把握するよう努めるとともに、これを把握したときは、当該河川において予

想される水災の危険を住民等に周知させなければならない。
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（河川管理者の援助等）

第十五条の十二 河川管理者は、第十五条の六第一項の規定により浸水被害軽減地区の指定をしようとする

水防管理者及び前条の規定により浸水した地点、その水深その他の状況を把握しようとする市町村長に対

し、必要な情報提供、助言その他の援助を行うものとする。

２ 河川管理者は、前項の規定による援助を行うため必要があると認めるときは、河川法第五十八条の八第

一項の規定により指定した河川協力団体に必要な協力を要請することができる。

（水防警報）

第十六条 国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあると認め

て指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通大臣が指定した河川、湖沼又は海岸

以外の河川、湖沼又は海岸で洪水、津波又は高潮により相当な損害を生ずるおそれがあると認めて指定し

たものについて、水防警報をしなければならない。

２ 国土交通大臣は、前項の規定により水防警報をしたときは、直ちにその警報事項を関係都道府県知事に

通知しなければならない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定により水防警報をしたとき、又は前項の規定により通知を受けたとき

は、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその警報事項又はその受けた通知に係る事項を関

係水防管理者その他水防に関係のある機関に通知しなければならない。

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定したときは、その旨

を公示しなければならない。

（水防団及び消防機関の出動）

第十七条 水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその他水防上必要があ

ると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防団及び消防機関を出動させ、又は出

動の準備をさせなければならない。

（優先通行）

第十八条 都道府県知事の定める標識を有する車両が水防のため出動するときは、車両及び歩行者は、これ

に進路を譲らなければならない。

（緊急通行）

第十九条 水防団長、水防団員及び消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受けた者は、水防上緊

急の必要がある場所に赴くときは、一般交通の用に供しない通路又は公共の用に供しない空地及び水面を

通行することができる。

２ 水防管理団体は、前項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなければなら

ない。

（水防信号）

第二十条 都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。

２ 何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。

（警戒区域）

第二十一条 水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、警

戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又はそ

の区域からの退去を命ずることができる。

２ 前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこれらの

者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行うことができる。

（警察官の援助の要求）

第二十二条 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察官の出動を求

めることができる。

（応援）

第二十三条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者又は市町村長若しくは消

防長に対して応援を求めることができる。応援を求められた者は、できる限りその求めに応じなければな

らない。

２ 応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動するものとす

る。

３ 第一項の規定による応援のために要する費用は、当該応援を求めた水防管理団体が負担するものとす
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る。

４ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該応援を求めた水防管理団体と当該応援を求

められた水防管理団体又は市町村とが協議して定める。

（居住者等の水防義務）

第二十四条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、当該

水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。

（決壊の通報）

第二十五条 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときは、水防管理者、水防団長、消防機関の長又は

水防協力団体の代表者は、直ちにこれを関係者に通報しなければならない。

（決壊後の処置）

第二十六条 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水防

協力団体の代表者は、できる限りはん濫による被害が拡大しないように努めなければならない。

（水防通信）

第二十七条 何人も、水防上緊急を要する通信が最も迅速に行われるように協力しなければならない。

２ 国土交通大臣、都道府県知事、水防管理者、水防団長、消防機関の長又はこれらの者の命を受けた者

は、水防上緊急を要する通信のために、電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第五号に

規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は警察通信施設、気

象官署通信施設、鉄道通信施設、電気事業通信施設その他の専用通信施設を使用することができる。

（公用負担）

第二十八条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防の現場

において、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、若しくは収用し、車両その他の

運搬用機器若しくは排水用機器を使用し、又は工作物その他の障害物を処分することができる。

２ 前項に規定する場合において、水防管理者から委任を受けた者は、水防の現場において、必要な土地を

一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、又は車両その他の運搬用機器若しくは排水用機器を使用

することができる。

３ 水防管理団体は、前二項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなければな

らない。

（立退きの指示）

第二十九条 洪水、雨水出水、津波又は高潮によつて氾濫による著しい危険が切迫していると認められると

きは、都道府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者は、必要と認める区域の居住者、滞

在者その他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。水防管理者が指示をする

場合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。

（知事の指示）

第三十条 水防上緊急を要するときは、都道府県知事は、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対して

指示をすることができる。

（重要河川における国土交通大臣の指示）

第三十一条 二以上の都府県に関係がある河川で、公共の安全を保持するため特に重要なものの水防上緊急

を要するときは、国土交通大臣は、都道府県知事、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対して指示

をすることができる。

（特定緊急水防活動）

第三十二条 国土交通大臣は、洪水、雨水出水、津波又は高潮による著しく激甚な災害が発生した場合にお

いて、水防上緊急を要すると認めるときは、次に掲げる水防活動（以下この条及び第四十三条の二におい

て「特定緊急水防活動」という。）を行うことができる。

一 当該災害の発生に伴い浸入した水の排除

二 高度の機械力又は高度の専門的知識及び技術を要する水防活動として政令で定めるもの

２ 国土交通大臣は、前項の規定により特定緊急水防活動を行おうとするときは、あらかじめ、当該特定緊

急水防活動を行おうとする場所に係る水防管理者にその旨を通知しなければならない。特定緊急水防活動

を終了しようとするときも、同様とする。

３ 第一項の規定により国土交通大臣が特定緊急水防活動を行う場合における第十九条、第二十一条、第二
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十二条、第二十五条、第二十六条及び第二十八条の規定の適用については、第十九条第一項中「水防団

長、水防団員及び消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受けた者」とあり、第二十一条第一項

中「水防団長、水防団員又は消防機関に属する者」とあり、及び同条第二項中「水防団長、水防団員若し

くは消防機関に属する者」とあるのは「国土交通省の職員」と、第十九条第二項及び第二十八条第三項中

「水防管理団体」とあるのは「国」と、第二十二条中「水防管理者」とあり、第二十五条中「水防管理

者、水防団長、消防機関の長又は水防協力団体の代表者」とあり、第二十六条中「水防管理者、水防団

長、消防機関の長及び水防協力団体の代表者」とあり、及び第二十八条第一項中「水防管理者、水防団長

又は消防機関の長」とあるのは「国土交通大臣」とする。

（水防訓練）

第三十二条の二 指定管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行わなければな

らない。

２ 指定管理団体以外の水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行うよう

努めなければならない。

（津波避難訓練への参加）

第三十二条の三 津波防災地域づくりに関する法律第五十三条第一項の津波災害警戒区域に係る水防団、消

防機関及び水防協力団体は、同法第五十四条第一項第三号に規定する津波避難訓練が行われるときは、こ

れに参加しなければならない。

第四章 指定水防管理団体

（水防計画）

第三十三条 指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防計

画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。

２ 指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、水防協議会（次条第一項に規定する水防協議会をいう。以下この項において同じ。）を設置する

指定管理団体にあつては当該水防協議会、水防協議会を設置せず、かつ、災害対策基本法第十六条第一項

に規定する市町村防災会議を設置する市町村である指定管理団体にあつては当該市町村防災会議に諮らな

ければならない。

３ 指定管理団体の水防管理者は、第一項の規定により水防計画を定め、又は変更したときは、その要旨を

公表するよう努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に届け出なければならない。

４ 第七条第二項から第四項までの規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。

（水防協議会）

第三十四条 指定管理団体の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、指定管理団体に

水防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組合については、これらに水防協議

会を置くものとする。

２ 指定管理団体の水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。

３ 指定管理団体の水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。

４ 会長は、指定管理団体の水防管理者をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関係の

ある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから指定管理団体の水防管理者が命じ、又は委嘱する。

５ 前各項に定めるもののほか、指定管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、市町村又は水防事務組合

にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定める。

（水防団員の定員の基準）

第三十五条 都道府県は、条例で、指定管理団体の水防団員の定員の基準を定めることができる。

第五章 水防協力団体

（水防協力団体の指定）

第三十六条 水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人その

他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請により、水防協力団体として指定する

ことができる。

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしたときは、当該水防協力団体の名称、住所及び事務所の所在

地を公示しなければならない。

３ 水防協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨

を水防管理者に届け出なければならない。
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４ 水防管理者は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示しなければならな

い。

（水防協力団体の業務）

第三十七条 水防協力団体は、次に掲げる業務を行うものとする。

一 水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力すること。

二 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。

三 水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。

四 水防に関する調査研究を行うこと。

五 水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。

六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

（水防団等との連携）

第三十八条 水防協力団体は、水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携の下に前条第一号に掲げる業

務を行わなければならない。

（監督等）

第三十九条 水防管理者は、第三十七条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要がある

と認めるときは、水防協力団体に対し、その業務に関し報告をさせることができる。

２ 水防管理者は、水防協力団体が第三十七条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める

ときは、水防協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることがで

きる。

３ 水防管理者は、水防協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指定を取り消すことがで

きる。

４ 水防管理者は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。

（情報の提供等）

第四十条 国、都道府県及び水防管理団体は、水防協力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提

供又は指導若しくは助言をするものとする。

第六章 費用の負担及び補助

（水防管理団体の費用負担）

第四十一条 水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとする。

（利益を受ける市町村の費用負担）

第四十二条 水防管理団体の水防によつて当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市町村が著しく利益

を受けるときは、前条の規定にかかわらず、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著しく利益

を受ける市町村が負担するものとする。

２ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防により

著しく利益を受ける市町村とが協議して定める。

３ 前項の規定による協議が成立しないときは、水防管理団体又は市町村は、その区域の属する都道府県の

知事にあつせんを申請することができる。

４ 都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいてあつせんをしようとする場合において、当事者のう

ちにその区域が他の都府県に属する水防管理団体又は市町村があるときは、当該他の都府県の知事と協議

しなければならない。

（都道府県の費用負担）

第四十三条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務に要する費用は、当該都道府

県の負担とする。

（国の費用負担）

第四十三条の二 第三十二条第一項の規定により国土交通大臣が行う特定緊急水防活動に要する費用は、国

の負担とする。

（費用の補助）

第四十四条 都道府県は、第四十一条の規定により水防管理団体が負担する費用について、当該水防管理団

体に対して補助することができる。
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２ 国は、前項の規定により都道府県が水防管理団体に対して補助するときは、当該補助金額のうち、二以

上の都府県の区域にわたる河川又は流域面積が大きい河川で洪水による国民経済に与える影響が重大なも

のの政令で定める水防施設の設置に係る金額の二分の一以内を、予算の範囲内において、当該都道府県に

対して補助することができる。

３ 前項の規定により国が都道府県に対して補助する金額は、当該水防施設の設置に要する費用の三分の一

に相当する額以内とする。

第七章 雑則

（第二十四条の規定により水防に従事した者に対する災害補償）

第四十五条 第二十四条の規定により水防に従事した者が水防に従事したことにより死亡し、負傷し、若し

くは病気にかかり、又は水防に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態

となつたときは、当該水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあつては条

例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれらの

原因によつて受ける損害を補償しなければならない。

（表彰）

第四十六条 国土交通大臣は、水防管理者の所轄の下に水防に従事した者で当該水防に関し著しい功労があ

ると認められるものに対し、国土交通省令で定めるところにより、表彰を行うことができる。

（報告）

第四十七条 国土交通大臣及び消防庁長官は、都道府県又は水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告を

させることができる。

２ 都道府県知事は、都道府県の区域内における水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告をさせること

ができる。

（勧告及び助言）

第四十八条 国土交通大臣は都道府県又は水防管理団体に対し、都道府県知事は都道府県の区域内における

水防管理団体に対し、水防に関し必要な勧告又は助言をすることができる。

（資料の提出及び立入り）

第四十九条 都道府県知事又は水防管理者は、水防計画を作成するために必要があると認めるときは、関係

者に対して資料の提出を命じ、又は当該職員、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者をして必

要な土地に立ち入らせることができる。

２ 都道府県の職員、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、前項の規定により必要な土地に立ち

入る場合においては、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなけれ

ばならない。

（消防事務との調整）

第五十条 水防管理者は、水防事務と水防事務以外の消防事務とが競合する場合の措置について、あらかじ

め市町村長と協議しておかなければならない。

（権限の委任）

第五十一条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、その一部を

地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。

第八章 罰則

第五十二条 みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を損壊し、又は撤去し

た者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

２ 前項の者には、情状により懲役及び罰金を併科することができる。

第五十三条 刑法（明治四十年法律第四十五号）第百二十一条の規定の適用がある場合を除き、第二十一条

の規定による立入りの禁止若しくは制限又は退去の命令に従わなかつた者は、六月以下の懲役又は三十万

円以下の罰金に処する。

第五十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第十五条の七第三項の規定に違反した者
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二 第十五条の八第一項の規定に違反して、届出をしないで、又は虚偽の届出をして、同項本文に規定す

る行為をした者

第五十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金又は拘留に処する。

一 みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を使用し、又はその正当な使

用を妨げた者

二 第二十条第二項の規定に違反した者

三 第四十九条第一項の規定による資料を提出せず、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同項の規定によ

る立入りを拒み、妨げ、若しくは忌避した者

附 則

１ この法律は、公布の日から起算して六十日を経過した日から施行する。

２ 国土交通大臣又は都道府県知事は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律の一部を改正する法律（平成十七年法律第三十七号）附則第二条の規定により、国土交通大臣

又は都道府県知事が第十三条第一項又は第二項の規定により指定した河川とみなされた河川については、

平成二十二年三月三十一日までに、第十四条第一項の規定による浸水想定区域の指定をしなければならな

い。

３ 国は、平成十七年度から平成二十一年度までの各年度に限り、都道府県に対し、予算の範囲内におい

て、前項の浸水想定区域の指定をするために必要な河川がはん濫した場合に浸水するおそれがある土地の

地形及び利用の状況その他の事項に関する調査（次項において「浸水想定区域調査」という。）に要する

費用の三分の一以内を補助することができる。

４ 国土交通大臣は、平成二十二年三月三十一日までの間、附則第二項の浸水想定区域の指定の適正を確保

するために必要があると認めるときは、都道府県に対し、浸水想定区域調査又は土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関する法律第四条第一項の規定による調査の結果について、必要な報告を

求めることができる。

附 則 （昭和二七年七月三一日法律第二五八号） 抄

１ この法律は、昭和二十七年八月一日から施行する。

附 則 （昭和二九年六月一日法律第一四〇号）

この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和二九年六月八日法律第一六三号） 抄

（施行期日）

１ この法律中、第五十三条の規定は、交通事件即決裁判手続法の施行の日から、その他の部分は、警察法

（昭和二十九年法律第百六十二号。同法附則第一項但書に係る部分を除く。）の施行の日から施行する。

（警察法の施行の日＝昭和二九年七月一日）

附 則 （昭和三〇年七月一一日法律第六一号） 抄

１ この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和三一年六月一一日法律第一四一号） 抄

１ この法律は、昭和三十一年七月一日から施行する。

附 則 （昭和三二年五月一六日法律第一〇五号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して三月をこえない範囲内で政令で定める日から施行する。

（昭和三二年政令第二五三号で昭和三二年八月一〇日から施行）

附 則 （昭和三三年三月一五日法律第八号）

この法律は、公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で定める日から施行する。

（昭和三三年政令第九五号で昭和三三年五月一日から施行）

附 則 （昭和三五年六月三〇日法律第一一三号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、昭和三十五年七月一日から施行する。

（経過規定）

第三条 この法律の施行の際現にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定により内閣総理大臣若しく

は自治庁長官がし、又は国家消防本部においてした許可、認可その他これらに準ずる処分は、この法律に

よる改正後のそれぞれの法律の相当規定に基づいて、自治大臣がし、又は消防庁においてした許可、認可

その他これらに準ずる処分とみなす。

２ この法律の施行の際現にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定により内閣総理大臣若しくは自

治庁長官又は国家消防本部に対してした許可、認可その他これらに準ずる処分の申請、届出その他の行為

は、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定に基づいて、自治大臣又は消防庁に対してした許

可、認可その他これらに準ずる処分の申請、届出その他の行為とみなす。
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附 則 （昭和四七年六月二三日法律第九四号） 抄

１ この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和五七年七月一六日法律第六六号）

この法律は、昭和五十七年十月一日から施行する。

附 則 （昭和五九年一二月二五日法律第八七号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、昭和六十年四月一日から施行する。

附 則 （昭和六〇年六月二一日法律第六九号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、昭和六十年十月一日から施行する。

附 則 （平成六年六月二九日法律第四九号） 抄

（施行期日）

１ この法律中、第一章の規定及び次項の規定は地方自治法の一部を改正する法律（平成六年法律第四十八

号）中地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二編第十二章の改正規定の施行の日から、第二章の

規定は地方自治法の一部を改正する法律中地方自治法第三編第三章の改正規定の施行の日から施行する。

（第三編第三章の改正規定の施行の日＝平成七年六月一五日）

附 則 （平成七年四月二一日法律第六九号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。

一 第一条中地方公務員災害補償法目次、第三条第一項、第三章の章名、第三十三条第一項、第四十七

条、第四十八条及び第七十二条から第七十四条までの改正規定、第二条及び第三条の規定並びに第四条

中消防団員等公務災害補償等共済基金法第九条の三及び第二十四条第二項の改正規定並びに次条及び附

則第三条の規定 平成七年八月一日

第三条 この法律の施行（附則第一条第一号の規定による施行をいう。）前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。

附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規定（同法第二

百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条

中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百四十四

条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定

（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並び

に附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第

七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに第二

百二条の規定 公布の日

（国等の事務）

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前におい

て、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体そ

の他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、この法律の施行後は、地

方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処理するものとする。

（処分、申請等に関する経過措置）

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第百六

十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行

為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法

律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）

で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、

附則第二条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に

関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用につい

ては、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報告、届

出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないも

のについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞ

れの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をし

なければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞ

れの法律の規定を適用する。

148



（不服申立てに関する経過措置）

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下この条にお

いて「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上

級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについては、施行日以後において

も、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場

合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であっ

た行政庁とする。

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該機関が

行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する

第一号法定受託事務とする。

（罰則に関する経過措置）

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）は、政令で定める。

（検討）

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務については、できる限り新

たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づ

く政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うもの

とする。

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、国と地方公

共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討

し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

――――――――――

○中央省庁等改革関係法施行法（平成一一法律一六〇）抄

（処分、申請等に関する経過措置）

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称する。）の施行前に法令

の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為

は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当

規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行

為とみなす。

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申請、届出その他の

行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の

相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしな

ければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にその手続がされていないものについて

は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法

令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされ

た事項についてその手続がされていないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用す

る。

（罰則に関する経過措置）

第千三百三条 改革関係法等の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条まで並びに中央省庁等改革関

係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）

は、政令で定める。

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律附則

の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百

二十六条第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の日

――――――――――

附 則 （平成一三年六月一三日法律第四六号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。

附 則 （平成一七年五月二日法律第三七号） 抄
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（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、第一条のうち水防法第六条の二の次に一条を加える改正規定は、公布の日から施行する。

（平成一七年政令第一九四号で平成一七年七月一日から施行）

（水防法の一部改正に伴う経過措置）

第二条 この法律の施行の際現に第一条の規定による改正前の水防法（以下「旧法」という。）第十条第二

項の規定により国土交通大臣が指定している河川以外の河川のうち河川法（昭和三十九年法律第百六十七

号）第九条第二項に規定する指定区間外の一級河川（同法第四条第一項に規定する一級河川をいう。以下

この条において同じ。）で旧法第十条の六第一項の規定により国土交通大臣が指定しているもの又は旧法

第十条の二第一項の規定により都道府県知事が指定している河川以外の河川のうち河川法第九条第二項に

規定する指定区間内の一級河川若しくは同法第五条第一項に規定する二級河川で旧法第十条の六第一項の

規定により都道府県知事が指定しているもの（専ら高潮による災害について水防を行うべきものとして都

道府県知事が指定するものを除く。）については、それぞれ、第一条の規定による改正後の水防法（以下

「新法」という。）第十三条第一項の規定により国土交通大臣が指定した河川又は同条第二項の規定によ

り都道府県知事が指定した河川とみなす。

第三条 旧法の規定によってした処分、手続その他の行為であって、新法の規定に相当の規定があるもの

は、これらの規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。

（政令への委任）

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。

――――――――――

○一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成一八法律五〇）抄

（罰則に関する経過措置）

第四百五十七条 施行日前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によることとされる場合にお

ける施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第四百五十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による法律の廃止又は改正に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。

附 則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄

この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。

（施行の日＝平成二〇年一二月一日）

――――――――――

附 則 （平成二二年一一月二五日法律第五二号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（平成二三年政令第九号で平成二三年五月一日から施行）

附 則 （平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。

附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

（罰則に関する経過措置）

第八十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第八十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。

附 則 （平成二三年一二月一四日法律第一二四号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、津波防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）の施行の日から施行

する。

（施行の日＝平成二三年一二月二七日）

附 則 （平成二五年六月一二日法律第三五号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（平成二五年政令第二一三号で平成二五年七月一一日から施行）
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（水防法の一部改正に伴う経過措置）

第二条 この法律の施行の際現に第一条の規定による改正前の水防法第三十六条第一項の規定により指定さ

れている水防協力団体は、第一条の規定による改正後の水防法（附則第六条において「新水防法」とい

う。）第三十六条第一項の規定により指定された水防協力団体とみなす。

（罰則の適用に関する経過措置）

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第五条 前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

（検討）

第六条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新水防法及び新河川法の施行の状況につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

附 則 （平成二五年六月一四日法律第四四号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。

一 略

二 第一条、第五条、第七条（消防組織法第十五条の改正規定に限る。）、第九条、第十条、第十四条（

地方独立行政法人法目次の改正規定（「第六章 移行型地方独立行政法人の設立に伴う措置（第五十九

条―第六十七条）」を「／第六章 移行型地方独立行政法人の設立に伴う措置（第五十九条―第六十七

条）／第六章の二 特定地方独立行政法人から一般地方独立行政法人への移行に伴う措置（第六十七条

の二―第六十七条の七）／」に改める部分に限る。）、同法第八条、第五十五条及び第五十九条第一項

の改正規定並びに同法第六章の次に一章を加える改正規定を除く。）、第十五条、第二十二条（民生委

員法第四条の改正規定に限る。）、第三十六条、第四十条（森林法第七十条第一項の改正規定に限る。

）、第五十条（建設業法第二十五条の二第一項の改正規定に限る。）、第五十一条、第五十二条（建築

基準法第七十九条第一項の改正規定に限る。）、第五十三条、第六十一条（都市計画法第七十八条第二

項の改正規定に限る。）、第六十二条、第六十五条（国土利用計画法第十五条第二項の改正規定を除

く。）及び第七十二条の規定並びに次条、附則第三条第二項、第四条、第六条第二項及び第三項、第十

三条、第十四条（地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）第百四十一条の二の次に

二条を加える改正規定中第百四十一条の四に係る部分に限る。）、第十六条並びに第十八条の規定 平

成二十六年四月一日

（罰則に関する経過措置）

第十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則

の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置

を含む。）は、政令で定める。

附 則 （平成二五年六月二一日法律第五四号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。

一及び二 略

三 附則第七条の規定 水防法及び河川法の一部を改正する法律（平成二十五年法律第三十五号）の施行

の日又はこの法律の施行の日のいずれか遅い日

（水防法及び河川法の一部を改正する法律（平成二十五年法律第三十五号）の施行の日＝平成二五年七月一

一日）

（政令への委任）

第二十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附 則 （平成二六年一一月一九日法律第一〇九号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（平成二七年政令第五号で平成二七年一月一八日から施行）

附 則 （平成二七年五月二〇日法律第二二号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（平成二七年政令第二七二号で平成二七年七月一九日から施行）

（水防法の一部改正に伴う経過措置）

第二条 第一条の規定による改正後の水防法（以下この条において「新水防法」という。）第十四条第一項

の規定により洪水浸水想定区域の指定がされるまでの間は、この法律の施行の際現に第一条の規定による
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改正前の水防法第十四条第一項の規定により指定されている浸水想定区域は、新水防法第十四条第一項の

規定により指定された洪水浸水想定区域とみなす。

２ 前項の規定により洪水浸水想定区域とみなされた浸水想定区域に対する新水防法第十五条から第十五条

の四までの規定の適用については、新水防法第十五条第一項中「第十四条第一項の規定による洪水浸水想

定区域の指定、第十四条の二第一項の規定による雨水出水浸水想定区域の指定又は前条第一項の規定によ

る高潮浸水想定区域の指定があつたときは」とあるのは「水防法等の一部を改正する法律（平成二十七年

法律第二十二号。以下この項において「改正法」という。）の施行後速やかに」と、「同法」とあるのは

「災害対策基本法」と、「当該洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域」とある

のは「改正法の施行の際現に改正法第一条の規定による改正前の水防法第十四条第一項の規定により指定

されている浸水想定区域（以下この条において単に「浸水想定区域」という。）」と、同項第一号中「、

第十三条の二若しくは第十三条の三の規定」とあるのは「の規定」と、「、都道府県知事若しくは市町村

長」とあるのは「若しくは都道府県知事」と、同項第三号中「洪水、雨水出水又は高潮」とあるのは「洪

水」と、同項第四号中「浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域

をいう。第三項において同じ。）」とあるのは「浸水想定区域」と、同号イ中「洪水時、雨水出水時又は

高潮時（以下「洪水時等」という。）」とあるのは「洪水時」と、「洪水時等の」とあるのは「洪水時

の」と、同号ロ及びハ並びに同項第五号並びに新水防法第十五条の二第一項、第二項、第五項、第六項、

第八項及び第九項、第十五条の三第一項並びに第十五条の四第一項中「洪水時等」とあるのは「洪水時」

とする。

（罰則に関する経過措置）

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附 則 （平成二九年五月一九日法律第三一号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（平成二九年政令第一五七号で平成二九年六月一九日から施行）

（罰則に関する経過措置）

第二条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

（検討）

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、第一条から第三条までの規定による改正

後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置

を講ずるものとする。

附 則 （令和三年五月一〇日法律第三〇号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（令和三年政令第一五二号で令和三年五月二〇日から施行）

附 則 （令和三年五月一〇日法律第三一号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一 附則第三条の規定 公布の日

二 第二条の規定、第五条中下水道法第六条第二号の改正規定、同法第七条の二を同法第七条の三とし、

同法第七条の次に一条を加える改正規定、同法第二十五条の十三第二号の改正規定（「第七条の二第二

項」を「第七条の三第二項」に改める部分に限る。）及び同法第三十一条の改正規定、第六条の規定（

同条中河川法第五十八条の十に一項を加える改正規定を除く。）、第七条の規定（同条中都市計画法第

三十三条第一項第八号の改正規定を除く。）並びに第八条、第十条及び第十一条の規定並びに附則第五

条（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）別表第一河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）の

項第一号の改正規定に限る。）、第六条、第九条から第十二条まで、第十四条、第十五条及び第十八条

の規定 公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

（政令への委任）

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含

む。）は、政令で定める。

（検討）

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定につ

いて、その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の

措置を講ずるものとする。
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○ 水防法施行令

平成二十三年十二月二十六日政令第四百二十八号
最終改正：平成二十九年六月十四日政令第百五十八号

内閣は、水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第三十二条第一項第二号の規定に基づき、この政令を
制定する。

（通常の管理行為、軽易な行為その他の行為）
第一条 水防法（以下「法」という。）第十五条の八第一項ただし書の政令で定める行為は、次に掲げるも
のとする。
一 浸水被害軽減地区内の土地の維持管理のために行う行為
二 仮設の建築物の建築その他の浸水被害軽減地区内の土地を一時的な利用に供する目的で行う行為（当
該利用に供された後に当該浸水被害軽減地区が有する浸水の拡大を抑制する効用が当該行為前の状態に
回復されることが確実な場合に限る。）

（特定緊急水防活動）
第二条 法第三十二条第一項第二号の政令で定める水防活動は、次に掲げるものとする。
一 氾濫により浸水した区域及びその周辺の状況のビデオカメラその他の撮影機器及び通信機器を用いた
監視又は上空からの監視
二 氾濫による浸水の量のビデオカメラその他の撮影機器及び通信機器を用いた観測又は上空からの観測
三 前二号の監視又は観測の結果に基づく氾濫により浸水する区域及び時期又は氾濫による浸水の量の予
測
四 人工衛星局の中継により行う無線通信による通信の確保
五 堤防その他の施設が決壊した場所において行う氾濫による被害の拡大を防止するための仮締切の作業
その他国土交通省令で定める作業
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○ 水防法施行規則

平成十二年十一月二十一日建設省令第四十四号
最終改正：令和三年七月一四日国土交通省令第四八号

（洪水浸水想定区域の指定）
第一条 水防法（以下「法」という。）第十四条第一項及び第二項に規定する洪水浸水想定区域（以下単に
「洪水浸水想定区域」という。）の指定は、同条第一項に規定する想定最大規模降雨（以下単に「想定最
大規模降雨」という。）によって堤防その他の施設（以下「堤防等」という。）の決壊又は溢(いつ)流が
想定される地点を相当数選定して行うものとする。ただし、同条第一項第三号又は第二項第三号に掲げる
河川については、想定最大規模降雨により溢流が想定される連続する区間を設定することその他の水災に
よる被害の軽減を図るために適切であると認められる方法により洪水浸水想定区域の指定を行うことがで
きる。

２ 洪水浸水想定区域の指定に当たっては、堤防等の構造及び管理の状況を勘案するものとする。
３ 第一項の規定により選定する地点には、当該地点における堤防等の決壊又は溢流により浸水が想定され
る区域につき、当該区域が相当規模となるもの又は浸水した場合に想定される水深が相当な深さとなるも
のが含まれなければならない。

４ 第一項の規定により選定された地点における堤防等の決壊又は溢流により浸水が想定される区域が重複
するときは、当該区域の全部をあわせた区域を一の区域とするものとする。

５ 前項の場合において、重複する区域において想定される水深が第一項の規定により選定された地点によ
り異なるときは、最大のものを想定される水深とする。

６ 洪水浸水想定区域の指定は、想定最大規模降雨により、地上部分の浸水は想定されない地下街等（地下
街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下に建設が予定されている施設又は地
下に建設中の施設であって、不特定かつ多数の者が利用すると見込まれるものを含む。）をいう。以下同
じ。）であって、当該地下街等と連続する施設から浸水するものの存する区域を含めて行うことができ
る。

（洪水による災害の発生を警戒すべき河川の基準）
第一条の二 法第十四条第一項第三号及び第二項第三号の国土交通省令で定める基準は、当該河川の周辺地
域に住宅、要配慮者利用施設（法第十五条第一項第四号ロに規定する要配慮者利用施設をいう。以下同
じ。）その他の洪水時に避難を行うことが想定される者が居住若しくは滞在する建築物又は避難施設、避
難路その他の洪水時における避難の用に供する施設が存し、かつ、当該周辺地域の市町村の市町村長が当
該周辺地域における洪水の発生のおそれに関する雨量、当該河川の水位その他の情報を入手することがで
きることとする。

（洪水浸水想定区域の指定の際の明示事項）
第二条 法第十四条第三項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項（同条第一項第三号又は第二項
第三号に掲げる河川について洪水浸水想定区域の指定を行う場合にあっては、第四号に掲げる事項を除
く。）とする。

一 指定の区域
二 浸水した場合に想定される水深
三 浸水した場合に想定される浸水の継続時間（長時間にわたり浸水するおそれのある場合に限る。以下
「浸水継続時間」という。）

四 河川法施行令（昭和四十年政令第十四号）第十条の二第二号イに規定する基本高水の設定の前提となる
降雨（次条第二項において「計画降雨」という。）により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区
域及び浸水した場合に想定される水深

（洪水浸水想定区域等の公表）
第三条 法第十四条第四項の規定による同条第三項の国土交通省令で定める事項の公表は、当該事項を定め
た旨について、国土交通大臣にあっては官報により、都道府県知事にあっては当該都道府県の公報又はウ
ェブサイトへの掲載その他の適切な方法により行うとともに、これらを表示した図面を関係地方整備局若
しくは北海道開発局又は都道府県知事の指定する場所において閲覧に供することにより行うものとする。

２ 前項の図面には、洪水浸水想定区域の指定の前提となる降雨が想定最大規模降雨であること（前条第四
号に掲げる事項を表示した図面にあっては、当該図面の前提となる降雨が計画降雨であること）を明示し
なければならない。

（雨水出水浸水想定区域の指定）
第四条 法第十四条の二第一項及び第二項に規定する雨水出水浸水想定区域（以下単に「雨水出水浸水想定
区域」という。）の指定は、下水道から河川その他の公共の水域又は海域（以下この項において「河川
等」という。）に雨水を放流する地点における当該河川等の水位の見込み、下水道の配置及び構造の状況
等を勘案して行うものとする。
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２ 第一条第六項の規定は、雨水出水浸水想定区域の指定について準用する。

（雨水出水による災害の発生を警戒すべき公共下水道等の排水施設の基準）
第四条の二 法第十四条の二第一項第四号及び第二項第四号の国土交通省令で定める基準は、当該排水施設
の周辺地域に住宅、要配慮者利用施設その他の雨水出水時に避難を行うことが想定される者が居住若しく
は滞在する建築物又は避難施設、避難路その他の雨水出水時における避難の用に供する施設が存し、か
つ、当該周辺地域の市町村の市町村長が当該周辺地域における雨水出水の発生のおそれに関する雨量、当
該排水施設の水位その他の情報を入手することができることとする。

（雨水出水浸水想定区域の指定の際の明示事項）
第五条 法第十四条の二第三項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。
一 指定の区域
二 浸水した場合に想定される水深
三 浸水継続時間
２ 法第十四条の二第一項第一号又は第二項第一号に掲げる排水施設に係る雨水出水浸水想定区域の指定
は、前項各号に掲げる事項のほか、主要な地点における一定の時間ごとの水深の変化を明らかにしてする
ものとする。

（雨水出水浸水想定区域等の公表）
第六条 法第十四条の二第四項の規定による同条第三項の国土交通省令で定める事項の公表は、当該事項を
定めた旨について、都道府県又は市町村の公報又はウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により行う
とともに、これらを表示した図面を都道府県知事又は市町村長の指定する場所において閲覧に供すること
により行うものとする。

２ 前項の図面には、雨水出水浸水想定区域の指定の前提となる降雨が想定最大規模降雨であることを明示
しなければならない。

（高潮浸水想定区域の指定）
第七条 法第十四条の三第一項に規定する高潮浸水想定区域（以下単に「高潮浸水想定区域」という。）の
指定は、同項に規定する想定し得る最大規模の高潮であって国土交通大臣が定める基準に該当するものに
よって堤防等の決壊が想定される当該海岸の全ての区間において堤防等が決壊することを想定して行うも
のとする。

２ 高潮浸水想定区域の指定に当たっては、堤防等の構造及び管理の状況を勘案するものとする。
３ 前項の場合には、都道府県知事は、堤防等の構造及び管理の状況について、海岸管理者その他の関係の
ある施設の管理者の意見を聴くものとする。

４ 第一条第六項の規定は、高潮浸水想定区域の指定について準用する。この場合において、同項中「想定
最大規模降雨」とあるのは、「想定し得る最大規模の高潮であって国土交通大臣が定める基準に該当する
もの」と読み替えるものとする。

（高潮による災害の発生を警戒すべき海岸の基準）
第七条の二 法第十四条の三第一項第二号の国土交通省令で定める基準は、当該海岸の周辺地域に住宅、要
配慮者利用施設その他の高潮時に避難を行うことが想定される者が居住若しくは滞在する建築物又は避難
施設、避難路その他の高潮時における避難の用に供する施設が存し、かつ、当該周辺地域の市町村の市町
村長が当該周辺地域における高潮の発生のおそれに関する気象の状況その他の情報を入手することができ
ることとする。

（高潮浸水想定区域の指定の際の明示事項）
第八条 法第十四条の三第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。
一 指定の区域
二 浸水した場合に想定される水深
三 浸水継続時間

（高潮浸水想定区域等の公表）
第九条 法第十四条の三第三項の規定による同条第二項の国土交通省令で定める事項の公表は、当該事項を
定めた旨について、都道府県の公報又はウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により行うとともに、
これらを表示した図面を都道府県知事の指定する場所において閲覧に供することにより行うものとする。

２ 前項の図面には、高潮浸水想定区域の指定の前提となる高潮が想定し得る最大規模の高潮であって国土
交通大臣が定める基準に該当するものであることを明示しなければならない。

（大規模な工場その他の施設の用途及び規模の基準）
第十条 法第十五条第一項第四号ハの国土交通省令で定める基準は、工場、作業場又は倉庫で、延べ面積が
一万平方メートル以上のものであることとする。

（市町村地域防災計画において定められた事項を住民等に周知させるための必要な措置）
第十一条 法第十五条第三項の住民、滞在者その他の者（以下この条において「住民等」という。）に周知
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させるための必要な措置は、次に掲げるものとする。
一 第二条第一号及び第二号、第五条第一号及び第二号並びに第八条第一号及び第二号に掲げる事項を表示
した図面に市町村地域防災計画において定められた法第十五条第一項各号に掲げる事項（次のイ又はロに
掲げる区域をその区域に含む市町村にあっては、それぞれイ又はロに定める事項を含む。）を記載したも
の（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録を含
む。）を、印刷物の配布その他の適切な方法により、各世帯に提供すること。

イ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号）第七
条第一項の土砂災害警戒区域 同法第八条第三項に規定する事項

ロ 津波防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）第五十三条第一項の津波災害警戒
区域 同法第五十五条に規定する事項

二 前号の図面に表示した事項及び記載した事項に係る情報を、インターネットの利用その他の適切な方法
により、住民等がその提供を受けることができる状態に置くこと。

（地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画に定めるべき事項）
第十二条 法第十五条の二第一項の地下街等の利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時（以下「洪水時等」
という。）の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置
に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 地下街等における洪水時等の防災体制に関する事項
二 地下街等の利用者の洪水時等の避難の誘導に関する事項
三 地下街等における洪水時等の浸水の防止のための活動に関する事項
四 地下街等における洪水時等の避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図るための施設の整備に関する事
項

五 地下街等における洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項
六 自衛水防組織の業務に関する次に掲げる事項
イ 法第二条第三項に規定する水防管理者（以下単に「水防管理者」という。）その他関係者との連絡調
整、利用者が避難する際の誘導、浸水の防止のための活動その他の水災による被害の軽減のために必要な
業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動要領に関する事項

ロ 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関する事項
ハ その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項
七 前各号に掲げるもののほか、地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の
浸水の防止を図るために必要な措置に関する事項

２ 地下街等の所有者又は管理者は、雨水出水に係る前項の計画において同項第二号に掲げる事項を定める
ときは、当該地下街等の利用者の全てが安全に避難できることを国土交通大臣が定める方法により確認す
るものとする。

（統括管理者の設置等）
第十三条 地下街等の自衛水防組織には、統括管理者を置かなければならない。
２ 統括管理者は、地下街等の自衛水防組織を統括する。
３ 地下街等の自衛水防組織にその業務を分掌する内部組織を編成する場合は、当該内部組織の業務の内容
及び活動の範囲を明確に区分し、当該内部組織にその業務の実施に必要な要員を配置するとともに、当該
内部組織を統括する者を置くものとする。

（連続する二以上の地下街等の所有者又は管理者による地下街等の自衛水防組織の設置）
第十四条 法第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた連続する
二以上の地下街等の所有者又は管理者が共同して法第十五条の二第一項に規定する計画を作成するとき
は、当該地下街等の所有者又は管理者は、共同して自衛水防組織を置くことができる。

（地下街等の自衛水防組織の設置に係る報告事項）
第十五条 法第十五条の二第十項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一 統括管理者の氏名及び連絡先
二 自衛水防組織の内部組織の編成及び要員の配置
三 法第十五条第一項第一号に規定する洪水予報等の伝達を受ける構成員の氏名及び連絡先

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項）
第十六条 法第十五条の三第一項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図
るために必要な訓練その他の措置に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 要配慮者利用施設における洪水時等の防災体制に関する事項
二 要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の避難の誘導に関する事項
三 要配慮者利用施設における洪水時等の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項
四 要配慮者利用施設における洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項
五 自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する次に掲げる事項
イ 水防管理者その他関係者との連絡調整、利用者が避難する際の誘導その他の水災による被害の軽減のた
めに必要な業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動要領に関する事項

ロ 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関する事項
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ハ その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項
六 前各号に掲げるもののほか、要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図る
ために必要な措置に関する事項

（自衛水防組織に関する規定の要配慮者利用施設についての準用）
第十七条 第十三条及び第十五条の規定は、要配慮者利用施設の自衛水防組織について準用する。この場合
において、同条中「第十五条の二第十項」とあるのは、「第十五条の三第八項」と読み替えるものとす
る。

（大規模工場等における浸水の防止のための措置に関する計画に定めるべき事項）
第十八条 法第十五条の四第一項の大規模工場等（法第十五条第一項第四号ハに規定する大規模工場等をい
う。以下同じ。）の洪水時等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画において
は、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 大規模工場等における洪水時等の防災体制に関する事項
二 大規模工場等における洪水時等の浸水の防止のための活動に関する事項
三 大規模工場等における洪水時等の浸水の防止を図るための施設の整備に関する事項
四 大規模工場等における洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項
五 自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する次に掲げる事項
イ 水防管理者その他関係者との連絡調整、浸水の防止のための活動その他の水災による被害の軽減のため
に必要な業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動要領に関する事項

ロ 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関する事項
ハ その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項
六 前各号に掲げるもののほか、大規模工場等の洪水時等の浸水の防止を図るために必要な措置に関する事
項

（自衛水防組織に関する規定の大規模工場等についての準用）
第十九条 第十三条及び第十五条の規定は、大規模工場等の自衛水防組織について準用する。この場合にお
いて、同条中「第十五条の二第十項」とあるのは、「第十五条の四第二項」と読み替えるものとする。

（その状況が帯状の盛土構造物が存する土地に類する土地）
第十九条の二 法第十五条の六第一項の国土交通省令で定める土地は、河川の氾濫により流路沿いに繰り返
し土砂が堆積し、周囲の土地より高くなった帯状の土地（次条第一項第四号及び第十九条の四第一号ロに
おいて「自然堤防」という。）とする。

（浸水被害軽減地区の指定の公示）
第十九条の三 法第十五条の六第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）の規定による指定（同
条第五項において準用する場合にあっては、指定の解除。以下この項において同じ。）の公示は、次に掲
げる事項について、市町村、水防事務組合又は水害予防組合の公報又はウェブサイトへの掲載その他の適
切な方法により行うものとする。

一 浸水被害軽減地区の指定をする旨
二 当該浸水被害軽減地区の名称及び指定番号
三 当該浸水被害軽減地区の位置
四 当該浸水被害軽減地区内の土地に存する輪中堤防その他の帯状の盛土構造物又は自然堤防の高さ
２ 前項第三号の浸水被害軽減地区の位置は、次に掲げるところにより明示するものとする。
一 市町村、大字、字、小字及び地番
二 平面図

（浸水被害軽減地区の標識の設置の基準）
第十九条の四 法第十五条の七第一項の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。
一 次に掲げる事項を明示したものであること。
イ 浸水被害軽減地区の名称及び指定番号
ロ 浸水被害軽減地区内の土地に存する輪中堤防その他の帯状の盛土構造物又は自然堤防の高さ
ハ 浸水被害軽減地区の管理者及びその連絡先
ニ 標識の設置者及びその連絡先
二 浸水被害軽減地区の周辺に居住し、又は事業を営む者の見やすい場所に設けること。

（浸水被害軽減地区内の土地における行為の届出）
第十九条の五 法第十五条の八第一項の規定による届出は、別記様式の届出書を提出して行うものとする。
２ 法第十五条の八第一項本文に規定する行為の設計又は施行方法は、計画図により定めなければならな
い。
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３ 前項の計画図は、次の表の定めるところにより作成したものでなければならない。

（浸水被害軽減地区内の土地における行為の届出書の記載事項）
第十九条の六 法第十五条の八第一項の国土交通省令で定める事項は、同項本文に規定する行為の完了予定
日並びに当該行為の対象となる浸水被害軽減地区の名称及び指定番号とする。

（浸水被害軽減地区内の土地における行為の届出の内容の通知）
第十九条の七 法第十五条の八第二項の規定による通知は、第十九条の五第一項の届出書の写しを添付して
するものとする。

（氾濫による被害の拡大を防止するための作業）
第二十条 水防法施行令（平成二十三年政令第四百二十八号）第二条第五号の国土交通省令で定める作業
は、流水が河川外に流出した場合において、これによる災害の発生を防止し、又は災害を軽減するために器
具又は資材を設置し、水流を制御する作業とする。

（水防協力団体として指定することができる法人に準ずる団体）
第二十一条 法第三十六条第一項の国土交通省令で定める団体は、法人でない団体であって、事務所の所在
地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計に関する事項その他当該団体の組織及び運営に関
する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを有しているものとする。

（権限の委任）
第二十二条 法に規定する国土交通大臣の権限のうち、次に掲げるもの以外のものは、地方整備局長及び北
海道開発局長に委任する。ただし、法第四十七条第一項及び第四十八条の規定に基づく権限については、国
土交通大臣が自ら行うことを妨げない。
一 法第十条第二項の規定により河川を指定すること。
二 法第十三条第一項の規定により河川を指定すること。
三 法第十六条第一項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定すること。
四 法第三十一条の規定により指示をすること。
五 法第四十六条の規定により表彰を行うこと。

附 則
この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六
日）から施行する。
附 則 （平成一三年六月二六日国土交通省令第一〇二号）
この省令は、水防法の一部を改正する法律（平成十三年法律第四十六号）の施行の日（平成十三年七月三
日）から施行する。
附 則 （平成一七年六月一日国土交通省令第六二号） 抄
（施行期日）
第一条 この省令は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部
を改正する法律の施行の日（平成十七年七月一日）から施行する。
附 則 （平成二三年一二月二六日国土交通省令第一〇〇号）
この省令は、津波防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）の施行の日（平成二十三
年十二月二十七日）から施行する。
附 則 （平成二五年七月五日国土交通省令第五九号）
この省令は、水防法及び河川法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十五年七月十一日）から施行す
る。
附 則 （平成二五年九月一三日国土交通省令第七六号）
この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律
附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日（平成二十五年九月十四日）から施行する。
附 則 （平成二七年一月一六日国土交通省令第二号） 抄
（施行期日）
第一条 この省令は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を改正する
法律の施行の日（平成二十七年一月十八日）から施行する。

図面の種類 明示すべき事項 縮尺 備考

浸水被害軽減地区の
位置図

浸水被害軽減地区の
位置

二千五百分の一
以上

浸水被害軽減地区の
現況図

浸水被害軽減地区の
形状

二千五百分の一
以上

平面図、縦断面図及び横
断面図により示すこと。

法第十五条の八第一
項本文に規定する行
為の計画図

当該行為を行う場所 二千五百分の一
以上

当該行為を行った後
の浸水被害軽減地区
の形状

二千五百分の一
以上

平面図、縦断面図及び横
断面図により示すこと。
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附 則 （平成二七年七月一七日国土交通省令第五四号） 抄
（施行期日）
第一条 この省令は、水防法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年七月十九日）から施行す
る。
附 則 （平成二九年六月一四日国土交通省令第三六号）
この省令は、水防法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十九年六月十九日）から施行する。
附 則 （令和二年一二月二三日国土交通省令第九八号）
（施行期日）
１ この省令は、令和三年一月一日から施行する。
（経過措置）
２ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って
使用することができる。
附 則 （令和三年七月一四日国土交通省令第四八号）
この省令は、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の
日（令和三年七月十五日）から施行する。
附 則 （令和三年十月二九日国土交通省令第六十九号）
（施行期日）
この省令は、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律の施行の日（令和三年十一月一日）か

ら施行する。ただし、第五条の規定は、都市計画法施行令の一部を改正する政令（令和三年政令第二百九十
七号）の施行の日（令和四年四月一日）から施行する。
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○気象業務法〔抄〕 

 

 

（昭和27年６月２日法律第165号） 

最終改正：令和５年５月 31 日法律第 37 号 

第 13 条 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、地象（地震にあっては、地震動に

限る。第 16 条を除き、以下この章において同じ。)、津波、高潮、波浪及び洪水について

の一般の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。ただし、次条第１項の規定

により警報をする場合は、この限りでない。 

２ 気象庁は、前項の予報及び警報の外、政令の定めるところにより、津波、高潮、波浪及

び洪水以外の水象についての一般の利用に適合する予報及び警報をすることができる。 

３ 気象庁は、前２項の予報及び警報をする場合は、自ら予報事項及び警報事項の周知の措

置を執る外、報道機関の協力を求めて、これを公衆に周知させるように努めなければなら

ない。 

第 13 条の２ 気象庁は、予想される現象が特に異常であるため重大な災害の起こるおそれ

が著しく大きい場合として降雨量その他に関し気象庁が定める基準に該当する場合には、

政令の定めるところにより、その旨を示して、気象、地象、津波、高潮及び波浪について

の一般の利用に適合する警報をしなければならない。 

２～４（略） 

５ 前条第３項の規定は、第１項の警報（第 15 条の２第１項において「特別警報」という。）

をする場合に準用する。 

第 14 条の２ 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、津波、高潮及び洪水について

の水防活動の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。 

２ 気象庁は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 10 条第２項の規定により指定された

河川について、水防に関する事務を行う国土交通大臣と共同して、当該河川の水位又は流

量（氾濫した後においては、水位若しくは流量又は氾濫により浸水する区域及びその水

深）を示して洪水についての水防活動の利用に適合する予報及び警報をしなければなら

ない。 

３ 気象庁は、水防法第 11 条第１項の規定により指定された河川について、都道府県知事

と共同して、水位又は流量を示して洪水についての水防活動の利用に適合する予報及び

警報をしなければならない。 

４ 気象庁は、水防法第 11 条の 2 第 2 項の規定により提供を受けた情報を活用するに当た

つて、特に専門的な知識を必要とする場合には、水防に関する事務を行う国土交通大臣の

技術的助言を求めなければならない。 

５ 第 13 条第３項の規定は、前３項の予報及び警報をする場合に準用する。この場合にお

いて、同条第３項中「前２項の予報及び警報をする場合は、」とあるのは、「第 14 条の

２第１項から第３項までの予報及び警報をする場合は、それぞれ、単独で、水防に関する

事務を行う国土交通大臣と共同して又は都道府県知事と共同して、」と読み替えるものと

する。 

６ 第２項又は第３項の規定により予報及び警報をする国土交通大臣又は都道府県知事に

ついては、第 17 条及び第 23 条の規定は、適用しない。 
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第 15 条 気象庁は、第 13 条第１項、第 14 条第１項又は前条第１項から第３項までの規定

により、気象、地象、津波、高潮、波浪及び洪水の警報をしたときは、政令の定めるとこ

ろにより、直ちにその警報事項を警察庁、消防庁、国土交通省、海上保安庁、都道府県、

東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社又は日本放送協会の機関に通知しな

ければならない。地震動の警報以外の警報をした場合において、警戒の必要がなくなった

ときも同様とする。 

２ 前項の通知を受けた警察庁、消防庁、都道府県、東日本電信電話株式会社及び西日本電

信電話株式会社の機関は、直ちにその通知された事項を関係市町村長に通知するように

努めなければならない。 

３ 前項の通知を受けた市町村長は、直ちにその通知された事項を公衆及び所在の官公署

に周知させるように努めなければならない。 

４（略） 

５ 第１項の通知を受けた海上保安庁の機関は、直ちにその通知された事項を航海中及び

入港中の船舶に周知させるように努めなければならない。 

６ 第１項の通知を受けた日本放送協会の機関は、直ちにその通知された事項の放送をし

なければならない。 

第 15 条の２ 気象庁は、第 13 条の２第１項の規定により、気象、地象、津波、高潮及び波

浪の特別警報をしたときは、政令の定めるところにより、直ちにその特別警報に係る警報

事項を警察庁、消防庁、海上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信電

話株式会社又は日本放送協会の機関に通知しなければならない。地震動の特別警報以外

の特別警報をした場合において、当該特別警報の必要がなくなったときも同様とする。 

２ 前項の通知を受けた都道府県の機関は、直ちにその通知された事項を関係市町村長に

通知しなければならない。 

３ 前条第２項の規定は、警察庁、消防庁、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株

式会社の機関が第 1 項の通知を受けた場合に準用する。 

４ 第２項又は前項において準用する前条第２項の通知を受けた市町村長は、直ちにその

通知された事項を公衆及び所在の官公署に周知させる措置をとらなければならない。 

５ 前条第５項の規定は海上保安庁の機関が第一項の通知を受けた場合に、同条第６項の

規定は日本放送協会の機関が第１項の通知を受けた場合に、それぞれ準用する。 
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○気象業務法施行令〔抄〕 

 
 

（昭和27年11月29日政令第471号） 

最終改正：令和５年10月4日 政令第299  

 

（水防活動の利用に適合する予報及び警報） 

第７条 法第 14 条の２第１項の規定による予報及び警報は、随時に、次の表の区分に従い、水防活動の利用

に適合するように行うものとする。 

 

（警報事項の通知） 

第８条 法第 15 条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める通知

先に行うものとする。 

 一～二（略） 

三 法第14条の２第１項の規定による警報の種類及び通知先 

種    類 通      知      先 

水防活動用気象警報 

水防活動用高潮警報 

水防活動用洪水警報 

消防庁、国土交通省、都道府県、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式

会社の機関
 

種      類 内            容 

水防活動用気象注意報 
風雨、大雨等によって水害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予

報 

水防活動用気象警報 
暴風雨、大雨等によって重大な水害が起こるおそれがある場合に、その旨を警告し

て行う予報 

水防活動用津波注意報 津波によって災害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予報 

水防活動用津波警報 津波に関する警報 

水防活動用高潮注意報 
台風等による海面の異常上昇の有無及び程度について注意を喚起するために行う

予報 

水防活動用高潮警報 台風等による海面の異常上昇に関する警報 

水防活動用洪水注意報 洪水によって災害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予報 

水防活動用洪水警報 洪水に関する警報 
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水防活動用津波警報 警察庁、消防庁、国土交通省、都道府県、東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社の機関 

 

四 法第14条の２第２項又は第３項の規定による警報の種類及び通知先 

 

 

※水防活動の利用に適合する注意報、警報 
水防活動の利用に適合する（水防活動用）注意報及び警報の種類及び概要は次のとおりであり、一般の利用

に適合する注意報、警報及び特別警報をもって代える。 
なお、水防活動の利用に適合する特別警報は設けられていない。 

 
水防活動の利用に適合

する警報・注意報 
一般の利用に適合

する警報・注意報 
概  要 

 
 
水防活動用 
気象警報 
 
 

大雨警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想したと

き 

大雨特別警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予

想したとき 

水防活動用 
津波警報 

津波警報 
津波により重大な災害が発生するおそれがあると予想したと

き 

津波特別警報 
津波により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予

想したとき（なお、「大津波警報」の名称で発表する） 

水防活動用 
高潮警報 

高潮警報 
 

台風や低気圧等による異常な海面の上昇により重大な災害が

発生するおそれがあると予想したとき 

高潮特別警報 
台風や低気圧等による異常な海面の上昇により重大な災害が

発生するおそれが著しく大きいと予想したとき 

種    類 通      知      先 

水防活動用洪水警報 消防庁、都道府県、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の機関 
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水防活動用 
洪水警報 

洪水警報 
大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生す

るおそれがあると予想したとき 

水防活動用 
気象注意報 

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想したときに 

水防活動用 
津波注意報 

津波注意報 津波により災害が発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用 
高潮注意報 

高潮注意報 
台風や低気圧等による異常な海面の上昇により災害が発生す

るおそれがあると予想したとき 
水防活動用 
洪水注意報 

洪水注意報 
大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそ

れがあると予想したとき 
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消

防
・
水

防
）

消
防

活
動

水
防

活
動

（
河

川
管

理
・
水

防
）

昭 和 3
3

年

改
正

新
河

川
法

旧
河

川
法

（
河

川
管

理
・
水

防
）

（
水

　
防

）
改

正

昭 和 3
9

年

明 治 2
9

年

明 治 4
1

年

水
利

組
合

条
例

（
消

防
組

織
・

　
　

 水
防

組
織

）

消
防

法

水
防

法

（
消

防
活

動
）

消
防

組
規

則

昭 和 3
0

年

水
防

法
関

係
法

令
の

推
移

（
水

利
・
水

防
）

市 制 町 村 制 施 行

（
水

防
組

織
）

明 治 2
2

年

明 治 2
3

年

明 治 2
7

年

消
防

団
令

改
正

消
防

組
織

法

（
水

利
・
水

防
）

（
消

防
・
水

防
）

昭 和 1
4

年

昭 和 2
2

年

昭 和 2
3

年

昭 和 2
4

年

水
利

組
合

法
水

害
予

防
組

合
法

警
防

団
令

土
地

改
良

法

（
水

　
利

）

（
消

防
・
水

防
・
防

空
）

168



安謝川 5.4 5.2 8

国場川 8.4 7.5 12

饒波川 8.8 - -

安里川 8 8 8

牧港川 5.2 - -

小湾川 5.4 - -

安謝川 7.2 - -

宇地泊川 5.4 - -

報得川 9.2 9.2 6

饒波川 7.6 6.1 10

国場川 8.4 7.5 12

饒波川 8.8 8.8 6

長堂川 4.9 - -

報得川 2.2 - -

雄樋川 6.7 - -

饒波川 5.6 5.6 5

長堂川 2.6 2.5 5

牧港川 3.8 - -

小波津川 6.1 5.5 12

与那原町 13 113 - -

国場川 6.2 4.4 10

長堂川 4.6 4.6 5

安里川 2.8 - -

報得川 8 8 6

雄樋川 7.2 - -

饒波川 7.6 6.1 10

長堂川 4.6 4.6 5

普天間川 6.4 - -

牧港川 8.8 - -

宇地泊川 6 - -

比謝川 7.6 7.5 10

白比川 3.9 3.5 10

与那原川 4.4 - -

川崎川 3.7 2.9 10

天願川 8.3 8.1 5

川崎川 4.5 4.4 9

比謝川 16 12.8 11

長田川 8.4 8.4 7

嘉手納町 11 132 比謝川 13.3 - -

白比川 5.3 4.2 11

普天間川 8.6 - -

白比川 3.3 3.2 5

普天間川 7.6 - -

中城村 11 109 - -

渡嘉敷村 12 98 - -

座間味村 12 128 - -

粟国村 9 144

渡名喜村 12 133

伊平屋村 14 119 - -

伊是名村 13 132 - -

奥川 7 - -

辺野喜川 7.2 - -

佐手川 5.6 - -

与那川 6.8 - -

比地川 8.8 8.8 5

田嘉里川 6.2 - -

奥間川 4.7 - -

普久川 8 - -

安波川 11.2 - -

田嘉里川 6 - -

大保川 7.9 7.7 9

平南川 5.2 - -

慶佐次川 5.9 - -

福地川 10.4 - -

新川川 6 - -

源河川 8.5 6.8 8

羽地大川 7.2 5.8 8

我部祖河川 5.2 4.7 5

屋部川 7 7 5

西屋部川 5.9 5.9 5

大浦川 6.8 - -

汀間川 8.6 5.8 8

今帰仁村 11 116 大井川 6.5 6.5 9

大井川 4.8 - -

満名川 6.5 6.4 7

大小堀川 6.1 - -

伊江村 8 156

恩納村 9 112 億首川 3.3 3.1 5

宜野座村 12 115 宜野座福地川 6.6 - -

金武町 12 120 億首川 5.8 - -

久米島 久米島町 10 126 - -

南大東村 6 -

北大東村 6 -

宮古島 宮古島市 9 116

多良間島 多良間村 23 -

宮良川 8.2 - -

磯部川 4.9 - -

名蔵川 7.3 - -

新川川 5.6 5.6 5

仲間川 9.7 - -

浦内川 11.6 - -

与那国島
地方

与那国町 12 149 田原川 3.3 3.2 9 17

・「土壌雨量指数基準」は、該当する市町村内における最低値を示す。
令和5年6月8日現在

・洪水基準の空欄は、主要な河川は存在しないことを表している。

※1　陸上及び各市町村の面している海域（東シナ海側、太平洋側）の値である。ただし、「渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、伊平屋村、伊是名村、久米島町」は陸上と海上に分けない。
※2　糸満市、国頭村、名護市は、2海域（東シナ海側、太平洋側）の値である。その他の市町村は海域を分けない。

※3　海上とは各市町村の面している海域（東シナ海側、太平洋側）の値である。ただし、「渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、伊平屋村、伊是名村、久米島町」は海域を分けず海上とする。

最低気温

５℃
以下

最低気温

５℃
以下竹富町 竹富町 10 135

114

15
2.5 1.3

最小
50％
実効
60％

陸上
100m
海上

500m

石垣島
地方気象台

八重山
地方

石垣島
地方

石垣市 石垣市 11

1.3 最小 50％
実効 60％

陸上100m
海上500m

最低気温
５℃以下

最低気温
５℃以下洪水注意報は発表しない

宮古島
地方気象台

宮古島
地方

宮古島
地方

洪水注意報は発表しない
15 2.5

1.5 最小 50％
実効 60％

陸上100m
海上500m

最低気温
３℃以下

最低気温
３℃以下洪水注意報は発表しない

10 116

洪水注意報は発表しない

15 3.0

154

南大東島
地方気象台

大東島
地方

大東島
地方

洪水注意報は発表しない

9 95

東村 12 97

名護
地区

名護市 10 107

本部町

沖
　
縄
　
気
　
象
　
台

沖
　
縄
　
本
　
島
　
地
　
方

慶良間・
粟国諸島 洪水注意報は発表しない

洪水注意報は発表しない

本
島
北
部

　伊是名・
　伊平屋

国頭
地区

本
島
中
南
部

南部

那覇市 16

13

南城市 8

西原町 13

南風原町 10 117 発表しない

恩納・
金武地区

中部

宜野湾市 14 109

沖縄市 13 117

うるま市 11 117

9 88

大宜味村

国頭村

陸上
100m
海上

500m

読谷村 14 132

北谷町 14 167

北中城村 11 109

陸上
100m
海上

500m

最低気温

５℃
以下

最低気温

５℃
以下

浦添市 16 128

糸満市 13 98

豊見城市

98

15

2.5 1.3

落
雷
等
に
よ
り
被
害
が
予
想
さ
れ
る
場
合

最小
50％
実効
60％

98

104

陸上
100m

八重瀬町 13 104

2.5 1.3

沖縄気象台管内　注意報基準　　

発表
官署

府県予報区
一次細
分区域

市町村等を
まとめた

地域

二次細
分区域

(市町村)

注　意　報
大　雨 洪水

強風
(m/s)

<平均風速
>

霜
＜気温＞

(浸水害)
表面
雨量
指数

(土砂災害)
土壌
雨量
指数

河川名
流域
雨量
指数

複合基準

流域
雨量
指数

表面
雨量
指数

波浪
(m)

<有義波高>

高潮
(m)

<潮位:標高
>

雷
乾燥

＜湿度＞
【AND】

濃霧
＜視程＞
【ＯＲ】

低温
＜気温＞

※1

※2

※3

※3

※2
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安謝川 6.8 5.8 12

国場川 13.4 13.4 12

饒波川 11 - -

安里川 10.1 9 12

牧港川 6.6 - -

小湾川 6.8 - -

安謝川 9.1 - -

宇地泊川 6.8 - -

報得川 11.6 - -

饒波川 9.5 8.5 10

国場川 13.4 13.4 12

饒波川 11 - -

長堂川 6.3 - -

報得川 2.9 - -

雄樋川 8.4 - -

饒波川 7 - -

長堂川 3.4 - -

牧港川 4.7 - -

小波津川 7.6 6.7 16

与那原町 23 162 - -

国場川 7.8 - -

長堂川 5.7 5.7 8

安里川 3.6 - -

報得川 10 9 10

雄樋川 9.1 - -

饒波川 9.5 8.5 10

長堂川 5.7 5.7 8

普天間川 8.1 - -

牧港川 11 - -

宇地泊川 7.5 - -

比謝川 9.5 9.5 20

白比川 4.9 - -

与那原川 5.5 - -

川崎川 4.6 - -

天願川 10.7 9.7 16

川崎川 5.6 - -

比謝川 20.1 - -

長田川 10.5 - -

嘉手納町 21 189 比謝川 16.7 - -

白比川 6.7 6 11

普天間川 10.8 - -

白比川 4 3.5 8

普天間川 9.6 - -

中城村 18 157 - -

渡嘉敷村 16 141 - -

座間味村 16 184 - -

粟国村 15 -

渡名喜村 15 -

伊平屋村 21 171 - -

伊是名村 17 - - -

奥川 8.8 - -

辺野喜川 9.1 - -

佐手川 7.1 - -

与那川 8.5 - -

比地川 11.1 9.9 7

田嘉里川 7.8 - -

奥間川 5.9 - -

普久川 10 - -

安波川 14 - -

田嘉里川 7.6 - -

大保川 9.9 8.7 9

平南川 6.6 - -

慶佐次川 7.4 - -

福地川 13.1 - -

新川川 7.6 - -

源河川 10.7 - -

羽地大川 9 - -

我部祖河川 6.5 5.5 8

屋部川 8.8 - -

西屋部川 7.4 - -

大浦川 8.6 - -

汀間川 10.8 9.7 8

今帰仁村 15 166 大井川 8.2 7.3 10

大井川 6.1 - -

満名川 8.2 - -

大小堀川 7.7 - -

伊江村 18 224

恩納村 15 161 億首川 4 3.5 7

宜野座村 16 165 宜野座福地川 8.3 - -

金武町 20 172 億首川 7.3 - -

久米島 久米島町 15 181 - -

南大東村 13 -

北大東村 13 -

宮古島 宮古島市 21 167

多良間島 多良間村 40 -

宮良川 10.3 - -

磯部川 6.2 - -

名蔵川 9.2 - -

新川川 7.1 6.3 8

仲間川 12.2 - -

浦内川 14.6 - -

与那国島
地方

与那国町 16 214 田原川 4.2 3.6 9 100

・記録的短時間大雨のR1は、1時間雨量(mm)を示す。

※1　陸上及び各市町村の面している海域（東シナ海側、太平洋側）の値である。ただし、「渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、伊平屋村、伊是名村、久米島町」は陸上と海上に分けない。

※2　糸満市、国頭村、名護市は、2海域（東シナ海側、太平洋側）の値である。その他の市町村は海域を分けない。
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25 6.0 2.0
120

竹富町 竹富町 14 193

石垣島
地方気象台

八重山
地方

石垣島
地方

石垣市 石垣市 22

・洪水基準の空欄は、主要な河川は存在しないことを表している。

・「土壌雨量指数基準」は、該当する市町村内における最低値を示す。

25 6.0 2.8 100
洪水警報は発表しない

宮古島
地方気象台

宮古島
地方

宮古島
地方

洪水警報は発表しない
25 6.0 2.0 120

洪水警報は発表しない

恩納・
金武地区

南大東島
地方気象台

大東島
地方

大東島
地方

洪水警報は発表しない

17 139

名護
地区

名護市 18 153

本部町 15 166

本
島
北
部

　伊是名・
　伊平屋

国頭
地区

国頭村 18 126

大宜味村 17

洪水警報は発表しない

洪水警報は発表しない

読谷村 20 189

北谷町 24 239

洪水警報は発表しない

6.0 2.0

110

浦添市 25 183

糸満市 25

発表しない

八重瀬町 20 149

6.0 2.0

140

豊見城市 25 140

南城市 17 149

25 157

沖縄市

南部

那覇市 24

西原町 25

中部

宜野湾市

140

25

24 168

うるま市 22 168

220

南風原町 25 168

137

東村

北中城村 18 157

慶良間・
粟国諸島

令和5年6月8日現在

沖縄気象台管内　警報基準

発表
官署

府県予報区
一次細
分区域

市町村等を
まとめた

地域

二次細
分区域
(市町村)

警　　報

記録的
短時間
大雨

R1(mm)

大　雨 洪　水

暴風
(m/s)

<平均風速>

波浪
(m)

<有義波高>

高潮
(m)

<潮位:標高>

(浸水害)
表面
雨量
指数

(土砂災害)
土壌
雨量
指数

河川名
流域
雨量
指数

複合基準

流域
雨量
指数

表面
雨量
指数

沖
　
縄
　
気
　
象
　
台

沖
　
縄
　
本
　
島
　
地
　
方

本
島
中
南
部

※1

※2

※2
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沖縄気象台管内 警報基準、注意報基準一覧表の解説 

（１） 警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報であり、注意報とは、

災害が起こるおそれのある旨を注意して行う予報である。警報・注意報は、気象要素が

本表の基準に達すると予想される市町村に対して発表する。 

（２） 大雨、洪水、高潮、波浪の警報・注意報、暴風警報、強風注意報及び記録的短時間大雨

情報では、基準における「…以上」の「以上」を省略した。また、乾燥と濃霧の各注意

報では、基準における「…以下」の「以下」を省略した。なお、上記以外の注意報では、

基準の表記が多岐にわたるため、省略は行っていない。 

（３） 大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準及び洪水警報・注意報の流域雨量指数基準、複合基

準のうち基準を定めていない市町村については、その欄を“－”で示している。 

（４） 大雨警報については、表面雨量指数基準に達すると予想される場合は「大雨警報（浸水

害）」、土壌雨量指数基準に達すると予想される場合は「大雨警報（土砂災害）」、両基準に達

すると予想される場合は「大雨警報（土砂災害、浸水害）」として発表するため、大雨警報の欄

中、（浸水害）は「大雨警報（浸水害）」、（土砂災害）は「大雨警報（土砂災害）」の基準をそれぞ

れ示している。  

（５） 大雨警報・注意報の表面雨量指数基準は、市町村の域内において単一の値をとる。 

（６） 大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準は 1km 四方毎に設定しているが、本表には市町村の

域内における基準の最低値を示している。 

（７） 洪水警報・注意報の流域雨量指数基準は、各流域のすべての地点に設定しているが、本表に

は主要な河川における代表地点の基準値を示している。欄が空白の場合は、当該市町村にお

いて主要な河川は存在しないことを表している。 

（８） 洪水警報・注意報の複合基準は、主要な河川における代表地点の（表面雨量指数，流域雨量

指数）の組み合わせによる基準値を示している。 

（９） 地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を

適用することが適切でない状態となることがある。このような状態がある程度長期間継続すると

考えられる場合には、特定の警報・注意報について、対象地域を必要最小限の範囲に限定し

て「暫定基準」を設定し、通常より低い基準で運用することがある。 

 

 

＜参考＞ 

① 土壌雨量指数：降雨による土砂災害リスクの高まりを示す指標で、土壌中に貯まっている雨水

の量を示す指数。 

② 流域雨量指数：河川の上流域に降った雨による、下流の対象地点の洪水害リスクの高まりを示

す指標で、降った雨水が地表面や地中を通って時間をかけて河川に流れ出し、さらに河川に沿って流

れ下る量を示す指数。 

③ 表面雨量指数：短時間強雨による浸水害リスクの高まりを示す指標で、降った雨が地表面にたまって

いる量を示す指数。 
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特別警報・警報・注意報の種類と概要 

（１）特別警報・警報・注意報の概要 

種  類 概  要 

特別警報 
大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮が特に異常であるため重大な災害の

起こるおそれが著しく大きい場合、その旨を警告して行う予報 

警報 
大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮によって重大な災害の起こる

おそれがある場合、その旨を警告して行う予報 

注意報 
大雨、洪水、大雪、強風、風雪、波浪、高潮等によって災害が起こるおそれ

がある場合に、その旨を注意して行う予報 

 

（２）特別警報の種類と概要 

特別警報の種類 概  要 

大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予

想されたときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災

害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のよう

に、特に警戒すべき事項が明記される。災害がすでに発生している又は切迫

している状況であり、命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要がある

ことを示す警戒レベル５に相当。 

暴風特別警報 暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予

想されたときに発表される。 

波浪特別警報 高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

予想されたときに発表される。 

高潮特別警報 台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発生す

るおそれが著しく大きいときに発表される。危険な場所から全員避難が必要

とされる警戒レベル４に相当。 

 

（３）警報の種類と概要 

警報の種類 概  要 

大雨警報 大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報

（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。大雨警

報（土砂災害）は、高齢者等の危険な場所からの避難が必要とされる警戒レ

ベル３に相当。 

洪水警報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。河川の増水や氾濫、堤防の損

傷や決壊による重大な災害が対象としてあげられる。高齢者等の危険な場所

からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

暴風警報 暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され
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る。 

波浪警報 高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。 

高潮警報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれ

があると予想されたときに発表される。危険な場所から全員避難が必要とさ

れる警戒レベル４に相当。 

 

（４）注意報の種類と概要 

注意報の種類 概  要 

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。避

難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自らの避

難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

洪水注意報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれ

があると予想されたときに発表される。避難に備えハザードマップ等により

災害リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒

レベル２である。 

強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

波浪注意報 高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

高潮注意報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがある

と予想されたときに発表される。高潮警報に切り替える可能性に言及されて

いない場合は、避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認す

るなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。高潮警

報に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合は高齢者等の危険な場

所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

濃霧注意報 濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

雷注意報 落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。ま

た、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」によ

る災害についての注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への注意に

ついても雷注意報で呼びかけられる。 

乾燥注意報 空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。具体的には、火災の危険が大きい気象条件が予想された場合に発表され

る。 

霜注意報 霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体

的には、早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれのあるときに発表

される。 
低温注意報 低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具

体的には、低温のために農作物等に著しい被害や、冬季の水道管凍結や破裂

による著しい被害の起こるおそれがあるときに発表される。 
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※ 地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意報に含めて

行われる。 土砂崩れの特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として

発表される。 

（大雨警報・洪水警報等を補足する情報） 

気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、浸水キキクル（大雨警報（浸水

害）の危険度分布）、洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）および流域雨量指数の予測値を発表

する。これらの概要は次のとおりである。 

種類 内容 

浸水キキクル（大雨警

報（浸水害）の危険度

分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を地図上で 1㎞

四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先までの表面

雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（浸

水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確

認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要が

あるとされる警戒レベル５に相当。 

洪水キキクル（洪水警

報の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びそ

の他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を地図上で概ね 1㎞

ごとに５段階に色分けして示す情報。 

３時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新して

おり、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を

面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要が

あるとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベ

ル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等が危険な場所から避難する必要があるとされ

る警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に

備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

流域雨量指数の予測値 各河川を対象として、上流域での降雨によって、下流の対象地点の洪

水危険度の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応じて

危険度を色分けした時系列で示す情報。６時間先までの雨量分布の予

測（解析雨量及び降水短時間予報等）を用いて常時 10分ごとに更新し

ている。 
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津波警報等の種類と発表基準 

 

（１）大津波警報・津波警報・津波注意報 

ア．大津波警報、津波警報、津波注意報の発表等 

気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これらをもとに沿岸で予想

される津波の高さを求め、地震が発生してから約３分を目標に大津波警報、津波警報又は津波注意

報（以下これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位で発表する。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表する。ただし、

地震の規模がマグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい地震の規模をすぐ

に求めることができないため、津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等を

もとに津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される

津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想

される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模が精度よく求め

られた時点で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 

 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ（注）等 

津波警報等

の種類 
発表基準 

発表される津波の高さ 

想定される被害と取るべ

き行動 数値での発表 

（予想される津波の高さ区分） 

巨大地震

の場合の

発表 

大津波警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予想される津波の

高さが高いところ

で３ｍを超える場

合 

10ｍ超 

（10ｍ＜予想される津波の最大

波の高さ） 
巨大 

巨大な津波が襲い、木造

家屋が全壊・流失し、人

は津波による流れに巻き

込まれる。沿岸部や川沿

いにいる人は、ただちに

高台や津波避難ビルなど

安全な場所へ避難する。

警報が解除されるまで安

全な場所から離れない。 

 

標高の低いところでは津

波が襲い、浸水被害が発

生する。人は津波による

流れに巻き込まれる。 

沿岸部や川沿いにいる人

はただちに高台や津波避

難ビルなど安全な場所へ

避難する。警報が解除さ

れるまで安全な場所から

10ｍ 

（５ｍ＜予想される津波の最大

波の高さ≦10ｍ） 
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５ｍ 

（３ｍ＜予想される津波の最大

波の高さ≦５ｍ） 

離れない。 

津波警報 

予想される津波の

最大波の高さが高

いところで１ｍを

超え、３ｍ以下の

場合 

３ｍ 

（１ｍ＜予想される津波の最大

波の高さ≦３ｍ） 

高い 

津波注意報 

予想される津波の

高さが高いところ

で0.2ｍ以上、１

ｍ以下の場合であ

って、津波による

災害のおそれがあ

る場合 

１ｍ 

（0.2ｍ≦予想される津波の最

大波の高さ≦１ｍ） 

（表記し

ない） 

海の中では人は速い流れ

に巻き込まれ、また、養

殖いかだが流出し小型船

舶が転覆する。海の中に

いる人はただちに海から

上がって、海岸から離れ

る。海水浴や磯釣りは危

険なので行わない。 

注意報が解除されるまで

海に入ったり海岸に近付

いたりしない。 

 

※大津波警報を特別警報に位置付けている。 

（注）「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位と、その時点に津波が

なかったとした場合の潮位との差を言い、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

イ 津波警報・注意報の種類と基準 

大津波警報：津波により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想されるとき発表（予想

される津波の最大波の高さが高いところで３ｍを超える場合） 

津波警報：津波による重大な災害のおそれがあると予想されるとき発表（予想される津波の最大波

の高さが高いところで１ｍを超え、３ｍ以下の場合） 

津波注意報：津波による災害のおそれがあると予想されるとき発表（予想される津波の最大波の高
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さが高いところで０．２ｍ以上、１ｍ以下の場合） 

津波予報：津波による災害のおそれがないと予想されるとき発表 

  

ウ 津波警報等の留意事項等 

・沿岸に近い海域で大きな地震が発生した場合、津波警報等の発表が津波の襲来に間に合わない場合

がある。 

・津波警報等は、精査した地震の規模や実際に観測した津波の高さをもとに、更新する場合もある。 

・津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報等の解除を行う。このうち、津

波の観測状況等により、津波が更に高くなる可能性は小さいと判断した場合には、津波の高さが津

波注意報の発表基準未満となる前に、海面変動が継続することや留意事項を付して解除を行う場

合がある。 

・ どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必要であることから、市町村は、高

齢者等避難は発令せず、基本的には避難指示のみを発令する。また、緊急安全確保は基本的には発

令しない。 

・ 大津波警報、津波警報、津波注意報により、避難の対象とする地域が異なる。 

 

（２）津波情報 

ア．津波情報の発表等 

気象庁は、津波警報等を発表した場合には、各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津

波の高さ、各観測点の満潮時刻や津波の到達予想時刻等を津波情報で発表する。 

 

津波情報の種類と発表内容 

情報の種類 発表内容 

津波到達予想時刻・予想される津波

の高さに関する情報 

 

各津波予報区の津波の到達予想時刻（※１）や予想さ

れる津波の高さ（発表内容は「津波警報等の種類と発

表される津波の高さ等」の表に記載）を発表 

各地の満潮時刻・津波到達予想時刻

に関する情報 

主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表（※２） 

沖合の津波観測に関する情報 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値

から推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波

予報区単位で発表（※３） 

  

 （※１）この情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区でもっとも早く津波が到達する時刻で

ある。場所によっては、この時刻よりも１時間以上遅れて津波が襲ってくることもある。 

（※２）津波観測に関する情報の発表内容について 

  ・沿岸で観測された津波の第１波の到達時刻と押し引き、及びその時点までに観測された最大波の

観測時刻と高さを発表する。 

  ・最大波の観測値については、大津波警報又は津波警報を発表中の津波予報区において、観測され

た津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であること

を伝える。 
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沿岸で観測された津波の最大波の発表内容 

警報・注意報の発表状況 観測された津波の高さ 内容 

大津波警報 
1ｍ超 数値で発表 

1ｍ以下 「観測中」と発表 

津波警報 
0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 「観測中」と発表 

津波注意報 （すべての場合） 
数値で発表（津波の高さがごく
小さい場合は「微弱」と表現） 

 

※３）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

 ・沖合で観測された津波の第１波の観測時刻と押し引き、その時点までに観測された最大波の観測時

刻と高さを観測点ごとに発表する。また、これらの沖合の観測値から推定される沿岸での推定値

（第１波の推定到達時刻、最大波の推定到達時刻と推定高さ）を津波予報区単位で発表する。 

 ・最大波の観測値及び推定値については、沿岸での観測と同じように避難行動への影響を考慮し、一

定の基準を満たすまでは数値を発表しない。大津波警報又は津波警報が発表中の津波予報区にお

いて、沿岸で推定される津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」（沖合での観測値）また

は「推定中」（沿岸での推定値）の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

 

沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値（注））の発表内容 

津波警報・注意報の

発表状況等 
沿岸で推定される津波の高さ 発表内容 

大津波警報 

３ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での推定値

とも数値で発表 

３ｍ以下 
沖合での観測値を「観測中」、沿岸

での推定値を「推定中」と発表 

津波警報 

１ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での推定値

とも数値で発表 

１ｍ以下 
沖合での観測値を「観測中」、沿岸

での推定値を「推定中」と発表 

津波注意報 （すべての場合） 
沖合での観測値、沿岸での推定値
とも数値で発表 

（注）沿岸から距離が100kmを超えるような沖合の観測点では、津波予報区との対応付けが難しいため、

沿岸での推定値は発表しない。また、最大波の観測値については数値ではなく「観測中」の言葉で

発表して、津波が到達中であることを伝える。 
 

イ．津波情報の留意事項等 

① 津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報 

・津波到達予想時刻は、津波予報区のなかで最も早く津波が到達する時刻である。同じ予報区

のなかでも場所によっては、この時刻よりも数十分、場合によっては１時間以上遅れて津波

が襲ってくることがある。 

・津波の高さは、一般的に地形の影響等のため場所によって大きく異なることから、局所的に

予想される津波の高さより高くなる場合がある。 
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② 各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関する情報 

・津波と満潮が重なると、潮位の高い状態に津波が重なり、被害がより大きくなる場合があ

る。 

③ 津波観測に関する情報 

・津波による潮位変化（第１波の到達）が観測されてから最大波が観測されるまでに数時間以

上かかることがある。 

・場所によっては、検潮所で観測した津波の高さよりも更に大きな津波が到達しているおそれ

がある。 

④ 沖合の津波観測に関する情報 

・津波の高さは、沖合での観測値に比べ、沿岸では更に高くなる。 

・津波は非常に早く伝わり、「沖合の津波観測に関する情報」が発表されてから沿岸に津波が

到 達するまで５分とかからない場合もある。また、地震の発生場所によっては、情報の発

表が津波の到達に間に合わない場合もある。 

 

（３）津波予報 

気象庁は、地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を津波予報で発

表する。 

 

 

津波予報の発表基準と発表内容 

 発表基準 発表内容 

 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 

津波の心配なしの旨を発表 

0.2m未満の海面変動が予想されたと

き（津波に関するその他の情報に含

めて発表） 

高いところでも0.2m未満の海面変動のため

被害の心配はなく、特段の防災対応の必要

がない旨を発表 

津波注意報の解除後も海面変動が継

続するとき（津波に関するその他の

情報に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今

後も継続する可能性が高いため、海に入っ

ての作業や釣り、海水浴等に際しては十分

な留意が必要である旨を発表 

 

（４）津波予報区 

日本の沿岸は66の津波予報区に分かれている。そのうち、沖縄県が属する津波予報区は、以下のとお

りである。 

沖縄県が属する津波予報区 

津波予報区 区  域 

沖縄本島地方 沖縄県（宮古島市、石垣市、宮古郡、八重山郡、島尻郡の北大東村及び南大

東村を除く。） 

大東島地方 沖縄県（島尻郡の北大東村及び南大東村に限る。） 

宮古島・八重山地方 沖縄県（宮古島市、石垣市、宮古郡及び八重山郡に限る。） 
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役職名 氏 名 現 職 名 代 表 区 分

会 長 玉城　康裕 沖縄県知事 沖縄県知事

委 員 中原　正顕
沖縄総合事務局
開発建設部長

地方整備局関係職員

〃 太原　芳彦 沖縄気象台長 気象関係職員

〃 上野　和士
陸上自衛隊
第１５旅団長

自衛隊関係職員

〃 小野 純
第十一管区海上保安本部
警備救難部長

海上保安庁関係職員

〃 古江　健太郎
西日本電信電話株式会社
沖縄支店長

通信関係者

〃 赤岩　勇二 ＮＨＫ沖縄放送局長 〃

〃 桑江　朝千夫 沖縄県市長会長 市長会代表

〃 當眞　淳 沖縄県町村会長 町村会代表

〃 久高　清美 沖縄県消防協会長 消防関係者

〃 鎌谷　陽之 沖縄県警察本部長 警察関係職員

〃 溜　政仁 沖縄県知事公室長 消防関係職員

〃 宮城　力 沖縄県企業局長 上水道・ダム管理者

〃 前川　智宏 沖縄県土木建築部長 土木関係職員

令和６年度　沖縄県水防協議会委員名簿
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１、県庁からの通話

（１）　県庁内線から各合庁へ （２）県庁内線から各端末局へ

○ 北部土木事務所　維持管理班 ○ ６－（NW専用電話番号）
６－９９１１

○ 中部土木事務所　維持管理班
６－９９１２

○ 南部土木事務所　維持管理班
６－９９１３

○ 宮古事務所　総務課
６－９９１４

○ 八重山事務所　総務課
６－９９１５

２、端末局Ａ（ホットライン）からの通話 ※受話器を上げる前に「自内線ボタン」を押す。

（１）端末局Ａから県庁内線へ （２）端末局Aから端末局Aへ

○ ７１－（県庁内線番号） ○ （NW専用電話番号）のみ

（３）端末局Aから端末局Bへ

○ （相手機関の局番号）－（相手機関のＮＷ専用番号）

３、端末局Ｂ（遠隔制御器）からの通話

（１）端末局Ｂから県庁内線へ （２）端末局Ｂから端末局Aへ

○ ＊－７１－（県庁内線番号） ○ ＊－（NW専用電話番号）

（３）端末局Ｂから端末局Ｂへ

○ （相手機関の局番号）－（相手機関のＮＷ専用番号）

※防災危機管理課ＮＷ専用電話番号

（電話のかけ方）

沖縄県総合行政情報通信ネットワーク電話番号

課名 ＮＷ専用電話番号
9901

防災危機管理課
（端末局Ａ）

9906
9905
9904
9903
9902
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沖縄県総合行政情報通信ネットワーク電話番号一覧（市町村）

地　　区 市町村名 代表部署
端末局
グループ

NW専用
電話番号

名護市 総務課 端末局A 9921 0980-53-1212

国頭村 総務課 端末局A 9922 0980-41-2101

大宜味村 総務課 端末局A 9923 0980-44-3001

東村 総務財政課 端末局A 9924 0980-43-2201

今帰仁村 総務課 端末局A 9925 0980-56-2101

本部町 総務課 端末局A 9926 0980-47-2101

恩納村 総務課 端末局A 9927 098-966-1200

宜野座村 総務課 端末局A 9928 098-968-5111

金武町 総務課 端末局A 9929 098-968-2111

伊江村 総務課 端末局A 9930 0980-49-2001

伊平屋村 企画財政課 端末局A 9931 0980-46-2005

伊是名村 総務課 端末局A 9932 0980-45-2001

うるま市 危機管理課 端末局A 9933 098-979-6760

宜野湾市 防災危機管理室 端末局A 9934 098-892-3151

浦添市 情報政策課 端末局A 9935 098-876-1263

沖縄市 防災課 端末局A 9936 098-939-7773

読谷村 総務課 端末局A 9937 098-982-9201

嘉手納町 情報政策課 端末局A 9938 098-956-1111

北谷町 基地・安全対策課 端末局A 9939 098-982-7753

北中城村 総務課 端末局A 9940 098-935-2233

中城村 総務課 端末局A 9941 098-895-2131

西原町 環境安全課 端末局A 9942 098-945-5018

那覇市 情報政策課 端末局A 9943 098-861-0350

糸満市 秘書防災課 端末局A 9944 098-840-8245

豊見城市 防災管財課 端末局A 9945 098-850-8165

南城市 DX推進課 端末局A 9946 098-917-5377

八重瀬町 総務課 端末局A 9947 098-998-2200

与那原町 生活環境安全課 端末局A 9948 098-945-4688

南風原町  総務課 端末局A 9949 098-889-4415

久米島町 総務課 端末局A 9950 098-985-7121

渡嘉敷村 総務課 端末局A 9951 098-987-2321

座間味村 総務課 端末局A 9952 098-987-2311

粟国村 総務課 端末局A 9953 098-988-2016

渡名喜村 総務課 端末局A 9954 098-989-2002

南大東村 総務課 端末局A 9955 09802-2-2001

北大東村 総務課 端末局A 9956 09802-3-4001

宮古島市 防災危機管理課 端末局A 9957 0980-72-3751

多良間村 総務財政課 端末局A 9958 0980-79-2011

石垣市 DX課 端末局A 9959 0980-83-1672

竹富町 防災危機管理課 端末局A 9960 0980-82-1109

与那国町 総務課 端末局A 9961 0980-87-2241

宮古地区

八重山地区

ＮＴＴ電話

北部地区

中部地区

南部地区

大東地区

182



沖縄県総合行政情報通信ネットワーク電話番号一覧（消防機関）

地　　区 消防本部名 代表部署 端末局グループ 局番号
ＮＷ専用
電話番号

名護市消防本部 通信室 端末局B 600 4 0980-52-2119

国頭地区行政事務組合消防本部 指令室 端末局A 不要 9526 0980-41-5100

本部町今帰仁村消防組合消防本部 通信室 端末局B 602 4 0980-47-7119

金武地区消防衛生組合消防本部 通信室 端末局B 603 4 098-923-0991

沖縄市消防本部 通信指令室 端末局B 604 4 098-923-1426

宜野湾市消防本部 通信指令室 端末局B 605 4 098-892-2299

浦添市消防本部 通信室 端末局B 606 4 098-877-6123

うるま市消防本部 署事務室 端末局B 607 4 098-973-4838

比謝川行政事務組合ニライ消防本部 警備事務室 端末局B 608 4 098-956-9934

中城北中城消防組合消防本部 通信指令室 端末局B 609 4 098-935-4748

那覇市消防局 通信指令室 端末局B 610 4 098-868-9911

糸満市消防本部 作戦会議室 端末局B 611 4 098-992-3661

豊見城市消防本部 通信室 端末局B 612 4 098-850-0529

島尻消防組合消防本部 通信指令室 端末局B 613 4 098-948-2512

東部消防組合消防本部 消防署 端末局B 614 4 098-946-9999

久米島町消防本部 通信指令室 端末局B 615 5 098-985-3281

宮古地区 宮古島市消防本部 警防課 端末局B 616 5 0980-72-0943

八重山地区 石垣市消防本部 1階事務所 端末局B 617 5 0980-82-0119

沖縄県総合行政情報通信ネットワーク電話番号一覧（県出先関係機関）

地　区 県出先機関名 代表部署 端末局グループ 局番号
NW専用
電話番号

北部土木事務所 維持管理班 端末局A 不要 9911 0980-53-1787

北部保健所 総務企画班 端末局B 640 4 0980-52-2714

北部病院 総務課 端末局B 660 4 0980-52-2719

中部土木事務所 維持管理班 端末局A 不要 9912 098-894-6512

中部病院 設備・調達課 端末局B 661 4 098-973-4315

南部土木事務所 維持管理班 端末局A 不要 9913 098-867-2941

南部保健所 総務企画班 端末局B 641 4 098-889-6351

南部医療センター・こども医療センター 総務課 端末局B 662 4 098-888-0123

宮古事務所 総務課 端末局A 不要 9914 0980-72-2551

宮古保健所 総務企画班 端末局B 642 4 0980-72-2420

宮古病院 総務課 端末局B 663 4 0980-72-3151

八重山事務所 総務課 端末局A 不要 9915 0980-82-3040

八重山病院 総務課 端末局B 664 4 0980-87-5557

地　区 防災関係機関名 代表部署 端末局グループ 局番号
NW専用
電話番号

沖縄気象台 業務課 端末局B 680 4 098-833-4283

第十一管区海上保安本部 救難課 端末局B 681 4 098-867-0118

ＮＨＫ沖縄放送局 技術部 端末局B 683 4 098-865-3662

日本赤十字社沖縄県支部 事業推進課 端末局B 684 4 098-835-1180

防災室 端末局B 4

災害対策本部 端末局B 3

陸上自衛隊(可搬型) 第１５旅団司令部 端末局B 682 不要 098-857-1155

ＮＴＴ電話

北部地区

中部地区

南部地区

沖縄県総合行政情報通信ネットワーク電話番号一覧（防災関係機関）

ＮＴＴ電話

南部地区

ＮＴＴ電話

北部地区

中部地区

宮古地区

八重山地区

南部地区

沖縄電力 098-877-2341685
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県合庁、市町村ではNW専用
電話が防災担当課に設置さ
れてます。

消防、病院、保健所、防災
関係機関ではNW専用電
話がSG（総合行政）ネット
担当課に設置されてます。

184


	資料編R6_02.pdf
	資料編R6.pdf
	資料編R6.pdf
	08_水防法、施行規則等2.pdfから挿入したしおり
	令和4年版_水防のしおり.pdfから挿入したしおり
	令和４年版_水防のしおり
	参考：水防関係法令
	１．水防法
	２．水防法施行令
	３．水防法施行規則







	資料編R6_03.pdf
	資料編R6.pdf
	資料編R6.pdf
	08_水防法、施行規則等2.pdfから挿入したしおり
	令和4年版_水防のしおり.pdfから挿入したしおり





